
 

 

 

 

 

 

第７回豊洲新市場予定地における土壌汚染対策等に関する専門家会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日  時 平成２０年５月３１日（土）14：00～17：55 

会  場 東京都庁第二本庁舎ホール 
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開 会 

 

（大里課長）それでは、定刻になりましたので、ただいまから第７回豊洲新市場予定地における土

壌汚染対策等に関する専門家会議を開会いたします。委員の皆様、関係者の皆様には、大変お忙し

いところをご出席いただきまして、誠にありがとうございます。 

 申し遅れましたが、私は当会議の事務局の司会を担当させていただきます、東京都中央卸売市場

管理部新市場建設課長の大里でございます。どうぞよろしくお願いします。 

 本日は、新市場建設懇談会の業界委員の方々にも傍聴していただいております。 

それでは、まず初めに、本日の専門家会議の委員をご紹介させていただきます。 

 当会議座長の和歌山大学システム工学部教授の平田先生でございます。 

（平田座長）平田でございます。よろしくお願いいたします。 

（大里課長）独立行政法人産業技術総合研究所の駒井先生でございます。 

（駒井委員）駒井です。よろしくお願いします。 

（大里課長）京都大学大学院工学研究科教授の内山先生でございます。 

（内山委員）よろしくお願いします。 

（大里課長）京都大学大学院工学研究科教授の森澤先生でございます。 

（森澤委員）よろしくお願いします。 

（大里課長）次に、お手元の資料の確認をさせていただきます。 

 Ａ４のレジュメの１枚目が本会議の次第及び配付資料の名称となっております。 

 ２枚目以降が本日の資料となっております。資料の構成でございますが、Ⅰ、土壌中からの汚染

空気の曝露による影響の評価（その２）、Ⅱ、土壌中からの汚染空気の曝露による影響の評価（そ

の３）、Ⅲ、モニタリング調査、Ⅳ、絞込調査（対策に必要な調査）、Ⅴ、土壌汚染等の対策につい

てとなっております。 

 また、Ａ３の資料ですが、こちらは表層土壌及び地下水の物質ごとの濃度分布図となっておりま

す。 

 以上ですが、資料に落丁等はございませんでしょうか。 

 それでは、本日の議事に先立ちまして、座長の平田先生よりごあいさつをいただきたいと思いま

す。 

（平田座長）平田でございます。本日もたくさんの方にご出席をいただきまして、ありがとうござ

います。 
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 今回は第７回ということで前回から２週間ぐらいおいての会議でございます。専門家会議といい

ますのは、常に申し上げているのですが、共通の基盤となるデータをおつくりして、この場で皆様

方に情報をすべて開示するというところでございますが、同じように、会議の後で意見交換も行っ

てございます。そういった場を通しましていろいろなご意見が出てまいります。ご心配なこととか、

こういうこともあってよいのではないか、それからご要望もございますけれども、前回からの宿題

といいますか、私たちとして必要なものとして、やはり最後に残ってまいりますのは地下にある揮

発性物質の影響だろうということで、前回５月19日にはベンゼンについて議論をさせていただきま

した。もう一つの大きな問題としてはシアンが残ってございますので、シアンをどう取り扱うのか。

シアンの影響についてすべてデータ値がそろってはございませんでしたので、この１週間の間に若

干の補足的な調査も行いまして、データを今日出させていただいております。 

 また、調査は詳細調査で終わるのではなく絞込調査をしています。その範囲としてどこまでその

データを使うのかはともかくといたしまして、実際にはどこまでどういうふうな調査をしているの

かということについてのご質問なりもあったと思いますので、それにつきましても、今回、事務局

のほうから説明をさせていただこうと思ってございます。 

 最後のところで、前回のまとめの復習も兼ねまして、どのような対策をするのかということをま

とめさせていただきたいと思っております。 

 最後に、今回もブリーフィングペーパーを出しますので、最後のところで10分～15分の時間をい

ただきまして、先生方で今日のまとめをつくりたいと思ってございますので、よろしくご協力、ご

審議のほどお願い申し上げたいと思っております。本日はどうもありがとうございました。 

（大里課長）平田先生、どうもありがとうございました。 

 座長のあいさつが終わりましたので、報道関係の撮影担当の皆様は撮影機材をお持ちになってご

退室いただきますようお願いいたします。 

 また、一般傍聴の方々におかれましても、静謐な会議の進行のため、撮影等はご遠慮くださいま

すようお願いいたします。 

 それでは、これより議事に入りますので、司会を座長の平田先生にお渡ししたいと存じます。よ

ろしくお願いいたします。 

（平田座長）それでは、これから審議に入りたいと思います。 

 まず、目次のところをご覧いただきたいと思います。今日は１から５までご用意させていただい

ておりますが、そのうち関係するところをまとめて説明申し上げてご審議いただきたいと思います。 

 まず、Ⅰ、土壌中から汚染空気の暴露による影響の評価（その２）とⅡ、土壌中からの汚染空気
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の暴露による影響の評価（その３）をまとめて説明させていただきたいと思います。 

 それから、Ⅲのモニタリング調査とⅣの絞込調査、これも調査のことが中心でございますので、

これをまとめて説明をさせていただきたいと思います。 

 最後に、Ⅴ、土壌汚染等の対策についてというところで、ブリーフィングペーパーの作成もした

いと思ってございますので、ご審議のほどお願い申し上げたいと思います。 

 このⅠ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴと５つございますけれども、東京都の事務局が直接行いますのは、Ⅲの

モニタリングとⅣの絞込調査でございます。ⅠとⅡの解析、それからⅤにつきましては専門家会議

で担当するということでございますので、まずⅠとⅡにつきまして、前回と同じ国際環境ソリュー

ションズの中島室長のほうから説明をいただきたいと思います。 

（中島室長）それでは、資料Ⅰ、Ⅱ両方を用いまして、土壌中からの汚染空気の暴露による影響と

評価につきましてご説明させていただきます。 

 まず、資料Ⅰ、１－１ページをご覧いただきたいと思います。 

 この二つにわたっての目的でございますけれども、地下水管理が行われました際に、その管理さ

れた地下水からベンゼンあるいはシアン化合物等の揮発性のあるものがガスとして、すき間あるい

は亀裂から地上の建物の中に侵入をして、人の健康あるいは生鮮食料品に影響を与えると、このこ

とが懸念されてございます。食の安全・安心という観点も考慮いたしまして、これより高くなるこ

とはないと考えられ得る安全側に見た地上空気のベンゼン、シアン化合物等の濃度、及び人の空気

中によるこれらの暴露量というものを試算いたしまして、土壌中からの汚染空気の暴露による影響

を評価するということを目的としております。 

 前回、ベンゼンあるいは石油系の芳香族炭化水素、あとは多環芳香族炭化水素の中のベンゾ

（ａ）ピレンというものについて結果をご報告させていただきました。 

 今回、それに加えてシアン化合物及び揮発性のあるものということで水銀もあわせて評価をいた

しております。特にその中で、シアンにつきまして、土壌の中でのシアンの形態というのは非常に

いろいろな形態をするというところで、室内実験等でこの計算に用いる条件を試験しております。 

 まず、その試験を最初に説明させていただきたいと思うのですが。なぜその試験をやりましたか

というところを若干ご説明させていただきたいと思います。 

 まず、１－７ページをお開きいただきたいと思います。 

 ここで、その暴露量の計算の中で、そこで計算対象とします物質に対しまして表１－５にありま

すような水への溶解度あるいはヘンリー定数といいまして、液体とそこに接している気体の中での

平衡状態の環境をあらわす係数、それに空気中、水中での拡散係数、それに毒性ということで空気
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吸入に対して、RfCといいますのは非発がんの慢性毒性に対する参照濃度という値でございます。

URFとしておりますのは、発がん性の物質に対するユニットリスクという値でございます。 

 これらを使って計算をするわけでございますけれども、ここで上から３段目、シアン化合物とご

ざいます。ここのヘンリー定数で5.50×10－３としておりますけれども、一般にここで用いており

ますようなリスク評価モデルの中で、シアン化合物としましては、データベースを見ますとここが

ゼロになってございます。揮発をしないということになります。ただし、今回懸念されております

のは、シアン化水素ガスが発生をするというところでございまして、そのときのシアン化水素、ガ

スとして水中のシアン化水素が揮発するというヘンリー定数を用いることといたしました。そのと

きに用いる値ですが、これもいろいろな実験をもとに分析値がございますが、ある程度幅がござい

まして、今回、表の下に書いておりますが、日本の中で報告されている値ということで、新エネル

ギー産業技術総合開発機構のほうで報告されております値を用いてございます。この値を用いてお

りますけれども、まず一つが、地下水中のシアン化合物からシアン化水素ガスが発生するのかどう

か。発生するとなると、ここで用いるようなヘンリー定数はどの程度なのかということを実際に現

地の地下水で試験をいたしました。 

 まず、そのシアン化水素の形態の概念図を次の１－８ページにお書きしてございます。若干概念

的に書いてございますけれども、まず上の枠で書いておりますのが一般的な水中に存在するシアン

化合物の形態でございます。一番下のほうで、地下水中のシアン化合物ということで、０から

100％としてございます。一般に水中のシアン化合物は、シアン錯塩という形で金属等とくっつい

た形であるもの、あるいは自由に溶けておるような遊離シアンという二つの形態がございます。通

常この遊離シアンの比率というのは非常に小さいということでありますけれども、この遊離シアン

が、その上のほうに緑の枠で囲っておりますが、シアン化物のイオンの状態あるいはシアン化水素

と、シアン化水素ガスの原因となるようなシアン化水素の状態のいずれかで存在いたします。この

二つの存在の比率を決めますのが、通常は水素イオン濃度（pH）と温度ということでございまして、

そちらに概念図を示しておりますように、pH11あるいは10といいましたアルカリ状態におきまして

は、シアン化物イオンの状態が多くなってございます。ただし、pHが下がってまいりまして、７以

下となりますと、ほとんど100％がシアン化水素の状態で存在をする。そうすると、ここからシア

ン化水素ガスが発生する可能性があるということで、シアン化水素ガスの発生に関しましては、地

下水中のシアン化合物における遊離シアンの存在比率及びそのpHあるいは温度の条件によって、そ

の原因となる比率が変わってくるというところがございます。ここにつきまして試験で測定をして

おります。 
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 ただし、リスク評価モデルの中で用いておりますもの、その下のほうに紫の波線で囲んでおりま

すが、このリスク評価におきましては、地下水中のシアン化合物がすべてシアン化水素である、シ

アン化錯塩がないということで、かなり安全率を見てございます。そのシアン化水素がすべてシア

ン化水素のヘンリー定数を用いて揮発をするという条件で計算をして見ております。 

 モデルのほうはそのような形で行っておるのですが、上の状態、実際には現地の地下水がどのよ

うな状態かというのを現地の地下水で試験をしてございます。 

 まず、現地の地下水を用いた試験のほうから、ご説明させていただきたいと思います。 

 資料の２－１をご覧いただきたいと思います。 

 Ⅱ、土壌中からの汚染空気の暴露による影響の評価ということで、目的のほうにも書いてござい

ますが、まず、実際に新市場予定地内の地下水中に含まれるシアン化合物及び遊離シアン、これは

シアン化物として分析しておりますが、このそれぞれの濃度を把握いたしました。さらに、実際の

シアン化水素ガスの発生状況を地下水を用いて室内実験で確認をしております。 

 実際の内容ですが、試料採取・分析は５月23日にまず採取をいたしました。その採取したものを

５月27日から28日にかけて測定試験を行ってございます。別途、シアン化合物、遊離シアンの分析

を行ってございます。 

 さらに、その結果を受けまして、シアン化水素ガスの確認されたサンプルにつきまして、その状

況に再現性があるかどうかというものを２回目としまして５月29日に採取をして当日試験を行って

ございます。 

 対象としましては、（２）にございます５街区３カ所、６街区４カ所、７街区２カ所ということ

で、計９地点につきまして、まずシアン化合物の形態分析を行ってございます。表２－１の中にあ

ります濃度は、これは今回の測定ではなくて、第４回の会議で報告しました値、あるいは第６回で

報告しました値、以前の調査で把握されておる地下水中のシアン化合物濃度でございます。分析方

法は表２－２に書いてあるとおりでございます。 

 これらにつきまして、まず調査地点、２－２ページ、図２－１でお示ししてございます。５街区、

６街区、７街区それぞれ地点の場所をお示ししてございます。 

 以上のところにつきまして、シアン化合物濃度、遊離シアン濃度をまとめてございます。 

 また、２－３ページのほうにいっていただきまして、今度はシアン化水素ガスの測定試験のほう

でございますが、これは先ほどの資料のうち５街区、６街区の計７試料につきまして、その下に図

２－２で示しておりますような試験を行ってございます。 

 まず、現地のほうから採取しました地下水をガラス容器、容積が615mℓの中に185mℓ地下水を入れ
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てございます。そこに塩酸あるいは水酸化ナトリウムでpHを調整いたしまして、まず１回目の試験

ではpH４、６、８という状態をつくっております。それと、もともと採取しましたときのpHの状態

という四つの条件につきまして、その右側に③でありますように、25度の恒温水槽内に静かに置き

まして、その25度の条件で６時間たったとき、24時間たったときの２回につきまして、④にありま

すように、ガス検知管を用いて、その上のガスの相、ヘッドスペースガスの中にあるシアン化水素

の濃度を測定してございます。 

 ２回目につきましては、１回目の試験でシアン化水素ガスの発生が確認されたものにつきまして、

これは１回目の試験で６時間と24時間の結果が変わらなかったということから、６時間の時間で静

置しましたもの、pHは、今度は５と７を追加して細かく試験をしてございます。 

 結果のほうでございますが、２－４ページでございます。まず、シアン化合物の形態分析の結果

でございます。まず、地下水質のほうで、シアン化合物としまして、各地点で不検出から最高18mg

／ℓということで、先ほどの２－１ページに書いてありますときより若干濃度が下がっているもの、

上がっているものとございます。この濃度に対しまして、遊離シアンの濃度が２－４ページの表２

－４中段、真ん中の列でございます。濃度が高いところでいいますと、Ｄ11－６で、シアン化合物

濃度18mg／ℓに対して遊離シアンは0.1mg／ℓであると、これがシアン化水素の発生源となり得るも

のということでございます。 

 また、その次の濃度4.1 mg／ℓですと0.1 mg／ℓ、3.6 mg／ℓですと0.1 mg／ℓということで、この

６街区の３地点につきまして遊離シアンの存在が確認されております。それ以外の６地点につきま

しては、遊離シアンの存在が確認されていないということで、シアン化水素ガスの発生の原因とな

るものは、もしあったとしても非常に定量下限よりも低いレベルにあるということでございます。 

 さらに、このときに採取しました地下水のpHの状態、一番右側の列の水素イオン濃度でございま

す。一番低いものでＤ12－５の7.4、高いものでＪ37－４の9.3ということで、後ほどpHを調整しま

したものと比較していただきます際に、おおむね７から９ぐらいの状態が現地の地下水であるとい

うことでございます。 

 測定しました結果、１回目の試験結果を２－５ページ、図２－３でお示ししております。各地点

Ｘ軸のほうに検液を調整しました後のpH、軸で３から入っておりますが、４、６、８、あと未調整

としてございます。未調整は、このグラフですと８より高く見えますけれども、先ほどの表にある

とおりですが、Ｄ11－６が8.4、右側に行きましてＤ12－５が7.4でございまして、この地点は８よ

りも実は左側になってございます。Ｅ26－４が、未調整が8.1、Ｃ11－５が8.4、Ｋ35－５が9.2、

Ｊ37－４が9.3、Ｎ39が8.7という未調整のpHでございます。これに対してpH４、６、８という値で
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ございます。グラフを見ていただきましてわかりますとおり、Ｃ11－５におきまして、pH４の状態、

６の状態、酸性側の状態において0.2ppmシアン化水素ガスが確認されてございます。 

 あと、上の二つ、Ｄ11－６、Ｄ12－５につきましては、pH６、８、及び未調整におきましては、

シアン化水素の発生は確認されておりませんが、pH４のときに、これはトレースということで、定

量下限値未満、定量下限値が0.2ppmですので、それよりも低い形で恐らくあるだろうという予測が

されてございます。したがいまして、もともとの地下水の状態及びpHが８、若干アルカリ側の状態

におきましては、いずれの地点におきましてもシアン化水素ガスの発生は見られないという結果で

ございます。 

 酸性側にシフトしましたときに、Ｃ11－５ではpHが４、あるいは６になりましたときに、0.2ppm

シアン化水素ガスが発生をする可能性がある。ただし、これも密閉した条件ですので、実際に現地

でこういう気中濃度になるかというと、話が少し違ってございます。 

 また、Ｄ12－５、Ｄ11－６につきましては、pHが６の状態までは問題がないのですが、４になり

ますと、若干シアン化水素ガスが発生をするという結果でございました。 

 このシアン化水素ガスが検出された３地点は、いずれも６街区になってございます。これら３地

点につきまして、再度同じような濃度が出るかどうか確認試験を行いました結果が、次の２－６ペ

ージでございます。 

 まず、Ｃ11－５、先ほどpHが４のときと６のときに0.2ppm検出されておりましたが、この試験で

は、pHが4のときと5のときと、この２回が同じガス濃度、0.2ppm検出されてございます。 

 上の二つ、Ｄ11－６、Ｄ12－５につきましては、１回目の試験でpH４のときにトレース、0.2ppm

未満のシアン化水素ガスが確認されておりますけれども、今回の試験では検出されなかったという

ことで、若干１回目よりは下がっておりますが、おおむね１回目の試験結果というのは正しいであ

ろうということを確認してございます。 

 以上の結果を２－７ページのほうにまとめてございます。 

 上のほうは、今ご報告しました内容を文章で書いてございますとおりでございましてpH未調整

(採取時の地下水の状態)及びpH８の状態におきましては、いずれの地下水試料からもヘッドスペー

スガス中にシアン化水素ガスが検出されなかった。0.2ppm未満であったということでございます。

これらのことから、現在の地下水の状況が維持されるのであれば、地下水中のシアン化合物からシ

アン化水素ガスが揮発する可能性はないと考えられるということでございます。 

 pHが低下した酸性側の条件となった場合、pH６では７試料中１試料(Ｃ11－５)で0.2ppmシアン化

水素ガスが検出され、pH４におきましては、同じくＣ11－５、１地点で0.2ppm、さらにほかの２試
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料で0.2ppm未満のシアン化水素ガスが検出されてございました。 

 この結果をもとに、②のほうに入りますが、地下水中シアン化合物濃度とシアン化水素ガス濃度

の関係を求めております。求めましたのが、pH４と６で、シアン化水素ガス0.2ppmの揮発が確認さ

れましたＣ11－５、地下水中のシアン化合物濃度として3.6㎎／ℓ、遊離シアン濃度が0.1㎎／ℓの試

料でございます。これにつきまして、地下水中シアン化合物濃度とそのヘッドスペースにあります

シアン化水素ガス、この二つの濃度の間に、先ほどの曝露量計算で用いますヘンリー定数の値をこ

の二つの関係から求めてみました。その結果、6.14×10－5という値になりまして、実際に、後ほど

ご説明するリスク評価モデルでの曝露量評価では、このHの値に5.50×10－3という値を用いており

ますが、これよりも１／90の値であると。したがって、そのリスク評価モデルでの計算におきまし

ては、この試験で確認された揮発のしやすさに比べて90倍の揮発のしやすさを、揮発しやすい条件

を設定しているということが確認されております。 

 なお、下のほうに〔参考〕と書いておりますが、この種のリスク評価モデルで計算をしたときの

ヘンリー定数というものを使って、この3.6㎎／ℓという地下水中のシアン化合物濃度、これでこの

揮発試験でヘッドスペースガスに生じ得るシアン化水素ガス濃度を算定いたしますと、17.9ppmと

いうことで、実際にはこれよりもかなり低い濃度しか揮発していないという結果でございます。 

 室内試験からは、以上のような結果が出てございます。 

 この結果も含めまして、実際の曝露量の評価、資料１のほうにお戻りしてご説明したいと思いま

す。かなりここからは前回の専門家会議でご説明させていただいた部分と、内容的には重なってご

ざいます。 

 まず、１－１ページにおきまして、検討の流れはそちらに書いております。これも前回ご説明い

たしましたが、左側のほうにあります、まず油汚染状況の条件設定ですが、あと油以外も入ってご

ざいますがこれまでの調査結果から、そこに書いておりますような物質の濃度、最高濃度を用いて

おります。 

 土壌の物理特性としましては、追加調査の中で行われた土壌水分の鉛直分布調査の結果から、そ

ちらにお書きしておりますような土壌物理特性の値を用いてきまして、それぞれの地点のデータ及

びそれらの平均的な特性をケースとして設定しております。 

 また、地下水管理時ということで、A.P.＋２ｍに地下水があると、その下の地下水からの揮発で

あるという条件のもとで、リスク評価モデルを用いて曝露量計算を行ってございます。 

 さらに、その曝露量計算の結果に基づいて、地上空気中濃度から見て生鮮食料品への影響がどう

であるかという試算を行ってございます。 
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 行いました物質が、１－２ページのほうにあります表の中に書いております物質でございます。

ベンゼン、シアン化合物、水銀、ベンゾ(a)ピレン、芳香族炭化水素画分ということで、前回の専

門家会議のときから追加いたしましたのが、シアン化合物と水銀でございます。 

 まず、シアン化合物につきましては、土壌汚染対策法、環境確保条例で指定対象となっておりま

して、指定区域の指定基準、あるいは都条例における汚染土壌の処理基準、溶出量として検出され

ないこと、含有量として遊離シアンが50㎎／㎏以下ということが定められてございます。一般の溶

出量におきましては、検出されないことの判断として、定量下限値0.1㎎／ℓ未満であることという

形の条件になっております。 

 また、先ほど来説明しておりますように、水中のシアン化合物に含まれるシアン化水素が揮発し

て、シアン化水素ガスが発生する可能性がございます。水中に存在するシアン化合物、遊離シアン

と錯塩イオンの状態がございまして、そのうちの遊離シアン、さらにそれに占めるシアン化水素が

その発生源となるのですが、その割合というのは、pHと温度の条件によって、そちらにお書きして

おりますように、pHが低くなればシアン化水素の比率が増えるというような形で変化するというこ

とでございます。 

 また、水銀のほうは、そちらにお書きしておりますように、指定区域の指定基準、汚染土壌処理

基準として、溶出量が0.0005㎎／ℓ以下で、かつアルキル水銀が検出されないことという条件がご

ざいます。含有量が15㎎／㎏以下というものが定められております。 

 また、有害大気汚染物質に係る指針値ということで、年平均値で0.04μgHg／㎥以下というもの

が定められてございます。 

 これらの物質につきまして、１－３ページをお開きいただきたいのですが、計算方法でございま

すけれども、これも日本の中でこういった計算をするモデルというのがまだ確立してございません

が、世界的にアメリカを中心に広く用いられているRBCAという方法がございます。この方法をASTM

規格、日本で言うJIS規格のようなものでございますけれども、ここでASTM E－2081－00というと

ころで計算方法が示されておりますが、その曝露量、あるいはリスク評価のリスクの計算方法を用

いております。計算には、この規格の方法を計算するということで、世界的に広く使われているソ

フトウェア、そちらに書いてありますようなRBCA Tool Kitというものを使用してございます。 

 計算の概念のほうを図１－２でご説明したいと思います。 

 まず、一番上のほう、右側のほうに書いてありますが、上のほうの線で地表面というのがござい

ます。これが対策後、A.P.＋6.5ｍとなるということでございます。 

 それに対しまして、地下水管理時の地下水維持水位が下のほうに、△の上下逆さまになったもの
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でも示してございますけれども、A.P.＋２ｍに維持されるということでございます。ですので、地

下水までの地表面からの深さが4.5ｍであると、そこに毛管帯、通気帯と書いておりますが、地下

水の上には非常に水分の多い毛管帯というものがございます。あと、その上に比較的水分の少ない

通気帯があります。そのそれぞれで高さを示しております。 

 実際に、この地下水の中に地下水汚染プルームという汚染の広がり、汚染の塊がございます。こ

この濃度を実際に調査で得られた地下水濃度の最高値をそれぞれの物質について設定しております。

したがって、地下水汚染があるところについては、すべての範囲が最高濃度になっているという、

実際の条件よりは非常に厳しい条件を設定してございます。 

 その汚染地下水から、全面的にガス成分が揮発をするというところでございます。それで、揮発

したものが土壌の中を上のほうに、その濃度の勾配によって水分の中、空気の中を拡散してくると、

それで地表面のほうに来まして、地表面から地上に、空気の中に出ていくというところでございま

す。 

 地上に出ましたものが、今度は、その上に破線で囲っておりますけれども、大気への混合ゾーン

というところで希釈されると、どういう量で希釈されるかといいますと、まず、混合するゾーンの

高さと風速でございます。これによって希釈のされ方が規制されるという条件でございます。 

 こういうモデルで、その希釈のされ方ですけれども、通常屋外等ですと、例えば風速が２ｍなど、

非常に速い風速を設定するのですが、今回の計算では、まず建物ができた状態で、非常に密閉性の

状態で、最小限の風の行き来しかない状態を設定しております。 

 具体的には、建築基準法で、住宅等の居室に対して喚起回数が時間当たり0.5回以上となってお

りますので、この0.5回の条件とします。ほとんど空気が入れかわらない、風速としまして非常に

小さい状態を設定してございます。そのときの空気中の各揮発成分の濃度を求めてございます。 

 こういう計算の中で、いろいろな値を用いておるわけですけれども、同じページの下のほうの②

でございますが、土壌中の汚染状況は、先ほど言いました物質につきまして詳細調査、あるいは油

汚染状況調査で得られました各成分の最高濃度を入力値としております。地下水中の最高濃度とし

て入れてございます。 

 ページが飛びますが、その入れました値、１－５ページ、表１－３でございます。ここで一番左

側の列で、地下水中の最高濃度入力値で、真ん中の列に実測の最高濃度、それぞれの地点を右側に

書いてございます。 

 下のほうに行きまして、芳香族炭化水素の炭素の数で、10から12、あるいはそれ以上35のところ

までにつきましては、実際に分析で定量下限値未満であったということから、多くてもそれ以上含
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まれていないということで、その定量下限値の値、10㎎／ℓを仮に入力値として計算してございま

す。ベンゼンが100㎎／ℓ、ベンゾ(a)ピレンが0.00045㎎／ℓ、シアン化合物が13㎎／ℓ、水銀が

0.0006㎎／ℓと。芳香族炭化水素については、EC５から７にベンゼンが入る分画ということで、ベ

ンゼンの値を入れてございます。EC７から８で31、EC８から10で14と。これらが実際に実測値から

設定した濃度でございます。 

 計算方法を１－４ページに枠の中で示してございます。 

 これも前回同様、細かいところは省かせていただきたいと思いますが、①で示しておりますとこ

ろで、Ｃaambという、これが地上空気の中の対象成分の濃度でございます。 

 右側のほうに行きまして、Ｃgw、これが地下水中の濃度になっておりまして、その両者の間に揮

発係数というものが入ると。その揮発係数を２式から５式で拡散等を用いて行ってございます。 

 ②式のほうは、その求まりました地上空気中の濃度から生涯曝露する汚染物質の量を求める式と

なってございます。 

 前回の専門家会議のときにおきまして、この(６)式、IRairの後に÷1,000という値がございまし

た。これは誤植でございまして、今回修正をしてございます。 

 また、③式のほうでございますが、それぞれ求まりました地下水中濃度から、先ほどのVF、揮発

係数等を得まして、実際に地上空気の濃度から生涯曝露する量をここで求めてございます。そこで

用いている値は、１－５ページ、表１－２のほうにございますけれども、１年当たり何日その汚染

物質に曝露をして、何年間曝露する。それを生涯の日数で割ってあげるというような計算をして、

一生涯における発がんのリスク、これを(７)式で求めております。 

 非発がん性物質につきましては、これは、生涯ここまで摂取しても影響が出てこないというとこ

ろが閾値でございますが、その閾値を超えるかどうかということで、その曝露量がこれを超えては

だめという閾値を超えるかどうか、ハザード比という係数で、それが１を超えれば問題ありという、

そういう係数を設定して、（８）式で求めてございます。 

 この（７）式、（８）式から逆算をして、目標となるリスク、目標となるハザード比のときの目

標地下水中濃度を（９）式、（10）式で求めるという計算法でやってございます。 

 用いているパラメーター、表１－２を簡単にご説明させていただきたいと思います。 

 まず、ATc、ATnということで、発がん性物質の平均時間、非発がん性物質の平均時間でございま

す。これは、発がん性物質につきましては、ある期間をかけて摂取したもの、発がん性というのは

生涯の蓄積性で評価いたしますので、人の一生70年をここで設定してございます。非発がん性物質

につきましては、これは摂取した期間の平均的な評価ということになりますが、今回は70年、一生



 - 12 -

ずっと摂取し続けるという条件を設定しましたので、70年を設定してございます。 

 地下水中濃度は、先ほど言いましたように、最高値を用いております。 

 あと、物質ごとにつきましては、データベースとして整備されている値等を用いてございまして、

ATnのところで設定理由を「＝EF」としてございます。前回の資料では「＝ED」となっておりまし

たが、今回修正をさせていただいております。 

 下のほうへいっていただきまして、EAlifeの次、EDとございます。これは各汚染物質を１年間、

毎日365日とり続けるという設定をしてございます。 

 その下のEFは、365日が70年、子供６年、大人64年、一生とり続けるという設定をしてございま

す。 

 人の日呼吸量、IRairでございますが、１日当たり15㎥、これも毎日これだけの量の空気を呼吸し

続けるということでございます。 

 地下水までの深さが、先ほどの設定から450cm、目標とするハザード比が１で、目標とする発が

んリスクが１×10－５です。 

 地上の風速は、先ほど言いましたように、空気の交換回数、最低換気回数１時間当たり0.5回か

ら、下のほうにあります汚染のプルーム幅、これはデフォルトで4,500cmというのが入っておるの

ですが、ここを２時間かけて通るような風速ということで、毎秒0.625cmしか風が動かないような、

非常に空気が変わらない条件を設定してございます。 

 こういう値を用いて設定をしておりまして、簡単に言いますと、その汚染物質が地上に出てくる、

部屋をイメージしていただきまして、その中に70年間、１日も外に出ずにずっとい続けて呼吸をし

て、ずっとわき出ていた汚染物質のガスを吸引し続けた場合という計算をしているということでご

ざいます。 

 さらに、あとは計算に用いました土壌の特性でございますが、１－６ページをご覧いただきたい

と思います。ここは前回もご説明しているので、簡単にご説明させていただきたいと思うのですが、

追加調査の中で、土壌水分の鉛直分布調査におきまして、土壌の水分の特性曲線というものを求め

てございます。これをもとに、その下にありますようなケースＢ～Ｇが試験を行いました地点それ

ぞれのデータでございます。ケースＡということで、それらの平均的な特性を求めてございます。

このケースＡ～Ｇについてそれぞれ計算を行っておるということでございます。 

 続きまして、１－７ページで、物質ごとのパラメーターでございます。それぞれの物質につきま

して、使用しておりますRBCA Tool Kitの中でデータベースとして整備されている値をベースにし

てございます。そのもとになっておりますのは、アメリカの環境保護庁（EPA）あるいはテキサス
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州、あと、油に関してTPHCWGという世界的な標準になっている研究グループのレポートをベースと

してございます。 

 まず、これも前回言っておりますが、芳香族炭化水素の重いところ、EC16－21、21－35につきま

しては、これは揮発性がないということで、参照濃度が推薦されていない。揮発による人の健康リ

スクは無視できるというふうに考えられてございます。 

 シアン化合物につきましては、先ほど来ご報告しましたように、シアン化合物としてこういう計

算で用いているデータベースでは、いずれも揮発しないということで、ヘンリー定数＝０となって

ございます。ただし、シアン化水素ガスの揮発が考えられることから、先ほどご報告しました既存

文献の中で、新エネルギー・産業技術総合開発機構のほうでまとめられている値を用いてございま

す。これは先ほどの現地の地下水から求めましたものよりも90倍大きい値を設定してございます。 

 １－８ページは先ほどご説明しました条件をお示ししてございます。 

 さらに、このような条件で地上空気中濃度を求めてまいりますけれども、そのときの生鮮食料品

への影響ということで、１－９ページ、上のほうでございますが、生鮮食料品に影響が出るとした

場合、汚染土壌は地表に出ておりませんので、そこに汚染物質がつくことはない。また、汚染地下

水につきましても、A.P.＋２ｍに水面が維持されておりますので、特に直接付着することはないと

いうことで、揮発してガスとなったものが生鮮食料品に付着した水分の中に移っていくような、気

体と液体の平衡状態を想定いたしまして、地上空気の濃度をもとに、もし付着した場合の水分の中

の各物質の濃度、これをベンゼンとシアン化合物について求めております。 

 以上のような方法で計算しました結果を１－11ページ、１－12ページに表でお示ししてございま

す。 

 シアン化合物と水銀以外は前回もご報告しておりますけれども、まず、表１－６のほうを見てい

ただきまして、地上空気中濃度、それぞれの土壌の特性、ＢからＧと平均的な特性について、各物

質の地上空気中濃度を先ほどの方法で計算してございます。参照する濃度としまして、ベンゼンに

ついて大気環境基準、年平均で3.0×10－３mg／㎥で、水銀につきまして有害大気汚染物質の指針値、

4.0×10－５mgHg／㎥ということで、ベンゼンにつきましては、この大気環境基準を上回るような結

果が計算されてございます。水銀につきましては、この指針値を下回るという結果でございました。 

 それぞれの物質濃度をもとに求められる生涯曝露量がその下の表１－７でございます。一生とり

続けたときにこれだけの量ということで、この表の生涯曝露量の単位は今回「g」としてございま

す。前回は「mg」としておりましたが、単位のほうの記載ミスでございまして、「g」に修正してご

ざいます。 
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 この状態、先ほどの地上空気中濃度に対して、そのときの人の健康リスクを１－12ページ、表１

－８にお示ししてございます。発がんリスク、ベンゼンとベンゾ（ａ）ピレンにつきましては、目

標とする発がんリスク、１×10－５に対してこのような値になってございまして、ベンゼンで目標

リスクを上回るという結果になってございます。これは前回ご報告したとおりでございます。ベン

ゾ（ａ）ピレンのほうは問題がないという結果でございました。 

 ハザード比、非発がん性に対して、これが目標ハザード比１を超えるかどうかという評価になり

ますが、シアン化合物につきまして、ケースＢ以外で目標ハザード比を超えると。今の最高濃度が

全面にあるケースで、さまざまな安全要素を入れておりますが、非常に危ない状態を想定した場合

に、目標とするリスクを超えるという結果でございました。 

 また、これも前回ご報告しておりますが、EC５－７におきましても、目標ハザード比１を超えて

いたと。これは、先ほどの発がんリスクでいうベンゼンと同じで、ベンゼンを対象に、ベンゼンも

含んでいるところに対して非発がん性のリスクを計算しておるところでございます。それ以外につ

きましては、いずれもリスクあるいはハザード比として問題がないという結果でございました。 

 その結果をもとに、表１－９でそれぞれのケースに対して、対象物質ごとに目標とする地下水中

濃度、目標リスク、目標ハザード比を達成するための条件を算定しております。発がんリスクでベ

ンゼンにつきまして、実測最高濃度100に対して0.45～3.1mg／ℓの範囲まで抑えられれば、目標リ

スクが達成できると。平均的な土壌特性では、Ａの1.1mg／ℓということになっております。シアン

化合物につきまして、目標ハザード比１を達成するためには、2.7～15mg／ℓということで、排水基

準が１でございますので、それよりも高い濃度が目標地下水中濃度となってございます。 

 あと、EC５－EC７につきましては、これも実際にはこの分画に対しましてベンゼンの濃度が非常

に効いておりますので、先ほどの発がんリスクに対するベンゼンの目標値をクリアした場合には、

恐らくこれはクリアできるという結果でございます。したがって、ベンゼン、シアンについて、今

よりも低い濃度が目標となるという結果でございました。 

 なお、この表の中で不等号がありますベンゾ（ａ）ピレンあるいは芳香族炭化水素の軽いほうの

２つ目から５つ目の分画、これにつきましては、飽和溶解度、これ以上溶け切らない量まで溶けた

としても大丈夫であるということから、こういう記載になってございます。 

 ちょっと時間のほうがかかってしまいましたが、以上でございます。 

（平田座長）どうもありがとうございました。 

 特に今回はシアン化合物について結果をご覧いただきたいというふうに思ってございます。特に

シアンにつきましては、pHでかなり気化をする状況も変わってくるということもございますし、遊
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離シアンがどのぐらいあるのかということになるのですね。遊離シアンがどのぐらいあって、どの

ぐらい気化をするかという、それがヘンリー定数というのですけれども、それが変わるということ

になりますので、ヘンリー定数もかなり大きな幅があるということです。 

 我々は日本で使われているヘンリー定数を使ったのですけれども、この値が妥当であるかどうか

ということをチェックする必要があるということで、先週から今週にかけまして実際の豊洲地区で

地下水を取って再度分析して、実際にどのぐらい遊離シアンといいますか、シアン化水素になる可

能性のあるシアンが存在するのかということと、気化したシアン化水素の濃度を測定したというこ

とになります。 

 結果といたしまして、実際に計算に用いたいわゆる気化係数、気化のしやすさをあらわすヘンリ

ー定数の値は実測値よりも90倍ぐらい大きいということで、結果からもかなり安全側に評価されて

いるということになるのかなという気がいたします。その結果として、最後の表の二つ、表１－８

と１－９、特に１－９といいますのは、一生涯空気を吸っても健康影響が生じない濃度は地下水で

どれだけかということを見積もった値であるということです。シアンにつきましては2.7mg／ℓから

最大で15mg／ℓということで、この値からいきますと、排水基準の１mg／ℓよりもかなり大きい値で

あるということが結果として出たということでございます。 

（中島室長）最後に追加させていただいてよろしいでしょうか。１－10ページの（２）でございま

す。生鮮食料品への影響の検討の説明を忘れてございました。 

 今ご報告しました目標地下水中のベンゼン濃度、目標地下水中のシアン化合物濃度になりました

ときに、生鮮食料品に付着した水分の中にどれぐらいその物質が含まれるかという計算をしてござ

います。地上空気中のベンゼン濃度として0.0013mg／㎥、シアン化合物の濃度として0.005mg／㎥

となりましたときに、その水分中のベンゼン濃度として5.7×10－６mg／ℓ、シアン化合物濃度とし

て9.1×10－４mg／ℓという値になってまいります。飲料水の水質基準と比較して、ベンゼンが1,000

分の１未満、シアン化合物、これは検出されないこととなっておりますが、それにおける下限値

0.1mg／ℓと比較して100分の１未満ということで、非常にわずかな濃度でございまして、食の安

全・安心の観点から見ても悪影響が及ぼされる可能性は小さいというふうに考えられるということ

でございます。 

（平田座長）どうもありがとうございました。 

 ここも前回と同じところでございまして、食への安全ということになりますと、例えば食べ物に

土壌がつくとか地下水がついてしまうという、そういうところが考えられるのですけれども、こう

いう状態は将来の土地利用で考えられない。結果として残ってきますのは、気化したガスが食べ物
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の周りについている水を介して食べ物に移行しているということになりますので、水に対してガス

はどれだけ溶けるか。これもやはりヘンリー定数で計算ができますので、計算いたしますと、そこ

に書いてありますように、ベンゼンの場合は5.7×10－６mg／ℓ、これは飲料水の環境基準が0.01mg

／ℓ、つまり10－２ですので、1,000分の１未満になっていると。シアン化合物は9.1×10－４mg／ℓ、

約10－３です。0.1が検出限界ということで、基準と同じような扱いをいたしますと、10２、100分の

１ぐらいになっていると、そういう結果でございます。 

 これにつきましてご意見をいただきたいと思います。まず、リスクで内山先生のほうからお願い

します。 

（内山委員）今、非常にわかりやすく説明していただきましたので、おわかりになったと思います

が、シアンの場合も実際の値よりは、ヘンリー定数等も実際の実験値よりは100倍近く気中に出て

くるという安全側に見積もったものを使って、推計を行っていただいたと解釈してよろしいでしょ

うか。 

 もう一つ、１－７の表１－５のシアン化合物の吸入のレファレンスコンセントレーション、いわ

ゆる参照値が0.005 mg／ｍ3で出ておりますが、これはアメリカのＥＰＡのＩＲＩＳの値ですか。 

（中島室長）これはＩＲＩＳのシアン化合物の値でございます。 

（内山委員）シアン化水素ではなくて、シアン化合物ですか。 

（中島室長）ヘンリー定数のみシアン化水素を用いて、残りのものはシアン化合物のパラメーター

を今回用いてございます。 

（内山委員）それをハザード比の基準として使って、超えているかどうかということで行っていた

だいたということですね。 

（中島室長）はい。 

（内山委員）ですから、これで見ても実際は0.2 ppmぐらいしか出てきていないところですので、

まずガス化して出てきたものに関しても十分な安全を見ているということだろうと思います。 

 それからもう一つ、前回のベンゼンのところでＲfＣ0.03でしたか、30μｇというのが出ていま

したが、これは今回スラッシュになっていますが、発がん物質としてユニットリスクを用いて計算

したということで解釈してよろしいでしょうか。 

（中島室長）はい。発がん性のほうで今回計算をしております。前回計算に用いていないものが入

っておったということでございます。 

（内山委員）説明しますと、レファレンスコンセントレーションとアメリカのＥＰＡが言っており

ますのは、閾値のある物質といいますか、閾値のある影響を対象としたときに十分安全な値という
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ことで、その場合にベンゼンは日本の環境基準の10倍の30μｇ／ｍ3ということですが、今回は厳

しく３μｇ／ｍ3と、いわゆる環境基準と同様の閾値のない発ガン物質であると考えて計算したと

いうことですね。 

（中島室長）はい、そうです。 

（内山委員）わかりました。 

（平田座長）ここでかなり専門な言葉が挙がっていまして、発ガンをする確率で計算するものと、

そうでなくて一般的な内蔵疾患等々で計算するものがある。発ガン性の物質はかなり厳しくなるの

ですね。これは閾値といいますか、ある基準の値があって、その基準よりも濃度が低ければ、ある

いは曝露量が少なければ、全くその病気にならないという物質と、ガンの場合はそうではなくて、

無現小であっても濃度があれば可能性として残るわけです。そういう意味で、ゼロと濃度を結んで

しまいますので閾値がない、境界値がないのですね。そういうことを内山先生はおっしゃっていま

した。 

 その閾値のないところにどういう閾値を設けるかというと、例えば日本の水、空気につきまして

は10－５を使っているということです。一生涯水を飲み続けて、あるいは一生涯空気を吸い続けて、

10万人に１人発がんする確率を10－５で置くわけです。そこが一種の閾値といえば閾値なのですけ

れども、環境基準はそこで決められているというところでございます。 

 そういう意味で、１－７ページの表１－５、吸入のＲfＣというのは参照濃度で、一生涯飲んだ

り、空気を吸っても大丈夫だという濃度です。吸入のＵＲＦといいますのは、いわゆるガンになる

確率のようなものと考えていただければよろしいと思います。そういうもので計算をしているとい

うのでよろしいですね。 

 シアンにつきましては、基本的には豊洲の地下水の中に入っているシアン、例えば10mg／ℓとい

う濃度でありましても、シアン化水素に変わっていく遊離といいますか、フリーといいますか、Ｃ

Ｎ－というイオンになっているシアンの濃度が非常に少ないということなのですね。２－４ページ

の表の２－４を見ていただきますと、その中で６街区のところで遊離シアンが0.1、0.1、0.1とご

ざいますが、この0.1という遊離シアンが存在するもののみシアン化水素、これは青酸ガスですよ

ね、毒ガスなどにも使われているものですけれども、それが発生をしているということです。でも、

実際の計算に使った気化係数のようなヘンリー定数というのは、実験で求めたものよりも90倍大き

い値を使っている。それで計算いたしますと、シアンの場合、一生涯空気を吸っても大丈夫な濃度

といいますのは、排水基準の１mg／ℓ以上であったという結果でございます。 

 現在の影響を評価するのに、これはすごく濃度の高い状態を想定しておりますので、当然のこと
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ながら今は影響があるということになりますけれども、これについてもかなりの安全率は見込まれ

ているということになります。非常に危険側、あるいは人間にとっては安全側で計算をしたという

ことでございます。駒井先生も以前にいろいろ計算をされております。いかがでしょうか。 

（駒井委員）シアン化水素ガスの測定試験なのですが、二つの意味で今回のデータは重要かと思い

ます。一つは、今、座長が説明されたパラメーターの妥当性といいますか、水中にシアンというも

のがあって、そのうちのどのくらいの割合が大気に行って、最終的にその大気から人が摂取する可

能性があるかを求めるためです。ここではヘンリー定数という言葉を使っているのですが、これを

検証するという意味で一つは重要な試験だったと思います。結果的にその値よりもさらに90分の１

という小さい値が出ましたので、最終的には大気のほうに行く可能性がかなり小さいという結果が

得られた。これが一つの大きな意味かと思います。 

 もう一つは、今、事務局から説明がありました曝露評価の検証という意味だと思います。やはり

曝露評価というのはいろいろなパラメーターとか数字を使っていますので、実際の現象を本当に反

映しているかというところに最終的な疑問が残ってしまうのですが、そのための検証という意味で、

実際に２－３ページにあるような試験をしてみて、その結果、ガス化する可能性は極めて少なかっ

たという。これも大きな意味かと思います。そういった重要なことなのですが、そのためにはこの

試験の設定をきちんとしなくてはいけないと思います。 

 ここでは、温度とpHと時間、恐らく三つ大きな要素があると思うのですが、まず温度については

25度を設定していますので、通常の地下水の環境、15度から20度よりも高い値を使っている。ここ

はよろしいかと思います。それから、pHです。実際にこの地域のpHが８、場合によっては９という

数字ですので、それよりも低い。ここでは４と６と８というのを使っていますので、実際にむしろ

pHが低いほうがシアン化水素が出やすい傾向があるというデータがありますので、これもよろしい

のではないかと思います。問題は時間なのですが、ここでは６時間と24時間二つ試験をされていま

して、実際６時間と24時間のデータの差というのはありましたでしょうか。 

（中島室長）１回目の試験は両方やっていますが、全く同じ結果でございました。 

（駒井委員）それでは、６時間と24時間の差がないということは、６時間、24時間で飽和に達して

いたということですので、24時間で飽和の状態のデータが得られたという安全側のデータかと思い

ます。 

 それともう一つ、pHなのですが、例えば浄化対策を行っているときにpHが下がる可能性というの

はあるのでしょうか。これは後ほどの議論なのかもしれないのですが。 

（中島室長）対策方法をどういう法をとられるかですけれども、前回まで議論されていました微生
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物浄化ですと、例えば酸素を出す薬剤は逆にアルカリ側になるようなものとかが多うございます。

あとは、空気を出す場合ですと、ちょっと反応はその水によるかと思いますが、まずこういう試験

結果をもとに設計されていけば大丈夫ではないかと思います。 

（平田座長）森澤先生はどうでしょうか。 

（森澤委員）結構です。 

（平田座長）基本的にはやはりシアン化水素の気化する係数が結構幅があるということですね。い

ろいろな状態を想定はされているのでしょうけれども、そういう意味で、実際に我が国で認定され

ている値がどういうものかということをチェックするために実験をさせていただいたということで

ございます。それが使っている値よりもかなり小さいということですので、これは安全側に評価を

されているだろうということでよろしいでしょうか。内山先生もそれでよろしいですか。 

（内山委員）はい。 

（平田座長）また後で対策の話を、前回の復習も兼ねることにはなるのですけれども、そこで改め

てこの話は出てまいりますので、そのときにまたご検討いただければと思ってございます。 

 ⅢとⅣは東京都で行う調査でございますので、それについて事務局から説明をいただけますでし

ょうか。 

（望月副参事）それでは、Ⅲ番とⅣ番、モニタリング調査及び絞込調査（対策に必要な調査）とい

うことでご説明をさせていただきます。 

 モニタリング調査でございますが、ページは３－１ページでございます。地下水位の調査とあわ

せて地下水質の調査を行っておりますので、説明させていただきます。 

 まず地下水位でございますが、調査の目的は、地下水の対策並びに今後管理を行っていく上で地

下水位の状況を継続的にモニタリングすることを目的としております。これは昨年の８月から９月

にかけましても追加調査の中で実施をしているものでございます。 

 調査地点でございますが、表の３－１というところで調査地点を載せておりますが、各街区で２

地点を選定しまして、その箇所で地下水位を観測しているということでございます。３－２の図面

にそれぞれ地下水位の箇所を落としております。潮位につきましては、Ａ９の北側、護岸のところ

で潮位を測定しているということ、あわせまして、降水量及び蒸発散量を各街区の１カ所において

観測するというものでございます。 

 続きまして、調査方法でございますが、地下水位及び東京湾の潮位につきましては、自動記録式

の水位計という形で実施をしておりまして、降水量は雨量計、蒸発散量は蒸発散量計を用いて連続

観測を実施しております。観測期間につきましては、今年の２月から５月に実施しているものでご
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ざいます。 

 それぞれの地下水位の調査を実施いたしました箇所につきまして、その観測井戸の状況が表の３

－２に書いておりまして、５街区、６街区、７街区で地下水のスクリーン区間のA.P.表示、そこに

おける地表面の高さをA.P.表示しています。 

 こういった調査地点におきましての結果でございますが、３－３ページでございます。図３－２

には地下水位と東京湾の潮位の連続観測結果、その下に降水量の観測結果と両方あわせて表示をし

ております。その図の中で、５街区については赤い線でそれぞれ２カ所を表示しておりまして、６

街区については黒色、７街区については緑色、潮位についてはブルーということで表示しておりま

す。 

 その結果でございますが、潮位の変動を青い線で表示しておりますが、A.P.０から２ｍの間で変

動するということでございまして、それに対して地下水位の状況をそれぞれ各街区で見てみますと、

特に潮位によって地下水が影響を受けるというようなことは少ないのではないかということが考え

られます。 

 あわせまして、降水量の観測結果と地下水位を見てみますと、それぞれ降水量の観測結果のとこ

ろで、降水量が高く伸びているところがあれば強く降っているという状況でございますが、そうい

ったときに地下水位は上昇し、それでまた下がって、雨が降るとまた上昇するということで、地下

水位の変動についての要因は降雨によるものではないかと考えております。 

 続きまして、３－４ページでございますが、地下水質の調査でございます。高濃度のベンゼン、

シアン化合物が確認された調査地点における地下水質の状況を継続的にモニタリングすることを目

的といたしておりまして、これは前に調査を実施した井戸を利用しまして今回継続して測っている

ということでございます。 

 調査地点につきましては、３－５ページであわせて見ていただきたいと思いますが、第４回の会

議で報告した地下水質、追加調査の中でベンゼン、シアン化合物の濃度が高かった上位５地点を選

定して、モニタリングを実施するというものでございます。 

 ６街区におきまして、Ｄ12－５、Ｅ26－４、Ｆ９－５という３カ所につきましては、ベンゼン、

シアン化合物両方を対象としているということで、測定した調査地点数としては７カ所になるとい

うことでございます。それぞれ調査地点におけます調査対象項目を表の３－３で表示させていただ

いております。 

 調査方法につきましては、２月から５月の１カ月に１回の頻度で地下水の採水を行い、分析を行

ったものでございます。試料につきましては、スクリーン区間の中間深度で採取をして分析したと
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いうことでございます。 

 その結果でございますが、３－６ページでございます。街区ごとにそれぞれ調査地点がございま

して、採水日、地下水質の結果ということで表にまとめておりまして、昨年８月から９月に行いま

した調査結果とあわせまして、今回、２月から５月に行いました結果をそれぞれベンゼン、シアン

化合物について表示させていただいております。 

 例えば６街区でございますが、Ｄ12－５というのは採水日が平成19年８月９日ですが、これは追

加調査の中で10mgということで1,000倍の地下水が出た箇所でございますが、そこにつきましてベ

ンゼン濃度並びにシアン濃度を継続的に測定しております。そこを見てみますと、８月９日に10mg

というふうにベンゼンが出て、８月、９月、また２月から５月まで、濃度、地下水質を測定してお

りまして、10mgが高い濃度で、それ以下、今は３から４、５mgぐらいのところになっているという

ような状況でございます。 

 それから、シアン化合物につきましても、Ｄ12－５におきましては８から７mgぐらいであったも

のが、現在、２月には13mgと出ておりまして、9.7、10、4.1というような変動をしている状況でご

ざいます。その他の地点について見てみますと、それぞれ大きく変動しているところは見られない

という結果と思っております。 

 続きまして、４－１ページでございますが、Ⅳ、絞込調査（対策に必要な調査）ということでご

ざいます。これは第５回の会議で説明いたしました詳細調査の結果とあわせまして、詳細結果であ

る判定基準が出たときに絞込調査を実施していくということで議論していただきました。 

 その判定基準といたしまして、４－１ページの上のほうに四角で囲っておりますが、地下水調査

の結果、環境基準の10倍を超過する汚染物質が確認された場合、絞込調査を実施するというもので

ございます。それから、表層土壌調査の結果、操業由来による処理基準（土壌溶出量及び土壌含有

量）を超過した汚染物質が確認された場合には実施していくということで判定基準を定めまして、

実施していくものでございます。 

 それで、絞込調査につきましては、こういった判定基準に基づきまして汚染物質が確認された場

合に、旧地盤面から１ｍごとに土壌を採取いたしまして実施していくものでございまして、その概

念図が４－３ページに書いております。図の４－２というところでございますが、「絞込調査の土

壌採取深度（概念図）」と書いてありますが、Ａ.Ｐ.４ｍ付近から下に１ｍ間隔で土を採りまして、

分析をするということとあわせまして、旧地盤面から上の50㎝のところでも土壌を採取して分析す

る、そういうものでございます。 

 調査地点につきましては、４－１ページ、また４－２ページで、４－２ページには、図面で街区
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ごとにどこを実施するかというものを表示させていただいておりまして、表の４－１を見てみます

と、判定基準①は、地下水で環境基準の10倍を超過した基準でございますが、５街区、６街区、７

街区、道路用地内別にそれぞれの箇所で合計として147カ所、それから判定基準②でございますが、

土壌の操業由来による処理基準を超えたものが合計で259カ所、土壌と地下水両方で判定をされた

箇所が35カ所ということで、合計441カ所でございます。それをそれぞれ図面にし、図４－１に位

置図として表示しております。 

 この絞込調査につきましては、前回報告いたしました詳細調査の結果を受けまして、並行してボ

ーリング調査を実施しておりまして、分析もあわせまして６月末には終了予定でございますので、

次回以降の専門家会議でご報告させていただければと考えております。以上でございます。 

（平田座長）以前から継続しておりますモニタリングの結果の部分的な報告と、先回に出ました絞

込調査はどうなっているのだということで、その概要について説明をいただきました。何かご質問

等ございますでしょうか。ご意見なりいただければと思います。 

 ３－６のところにモニタリングの濃度を挙げていますね。すごく上がったり下がったり、極端に

変動しているというものはないという理解でよろしいですか。 

（望月副参事）そういうことと思います。 

（平田座長）そういう感じがしますね。ある幅の中に入っているという感じがします。 

 駒井先生、どうでしょうか。何か特異的なものはありますでしょうか。 

（駒井委員）一般的に言いますと、ベンゼン、シアンともにそれほどの濃度の変動はないですね。

もちろん地下水面が動くとか、地下水が若干流れるとか、それによって濃度の変動はあるのですが、

このデータを見る限りは、あまり地下水が動いていないのではないかという傾向を示していると思

います。 

（平田座長）森澤先生、どうでしょうか。何かご意見は。 

（森澤委員）濃度変動については、私もそのような印象です。私は、３－３ページの水位が少し気

になりました。３－３ページの図３－２では、５街区の一番上の赤い実線で書いてあるＬ35－５の

水位が異常に高い。他と比べると随分高いのですが、何か思い当たる理由がありますでしょうか。

ただ、相対的な水位変動ということですと、６街区、７街区とよく似た傾向、つまり雨が降った後

に水位が上がってというような特色は出ておりますけれども、水位が随分違う。必ずしも現場の地

下の様子をよく把握できていないので、ご説明ください。 

（宮良部長）今、水位差がかなりあるというお話がありました。森澤先生のお話がありました降雨

水量との変動は、大体同じような傾向を示しているとまず一つ認識しています。ただ、全体的な水
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位差ですが、ここの赤いところは５街区、ほかのところは６・７街区なのですけれども、地下のほ

うの不透水層がございますが、その厚さが５街区と６・７街区で大分違います。その差が直接この

水位差に出ているというわけではないのですけれども、５街区では不透水層の位置が大体A.P.－１

から－２ｍ、６・７街区がA.P.－５ｍぐらいです。ちょうど３ｍぐらい差があります。それが大体

反映しているのかなというふうには考えております。 

（平田座長）もともとの基盤になっているところが上にあるということで、その差を足してやれば

という話ですね。かつ、あまり流れていないというような感じですかね。 

（駒井委員）もし今のご説明のようなことですと、モニタリングの方法を若干これから考えていか

れたほうがいいのではないかと思います。一つは、そういう不透水層なり、難透水層が地表面付近

にある場合の地下水の意味なのですが、本当にそこを地下水面とみなすべきかどうかということが

一つですね。もしかしたら地下水面ではなくて、宙水という粘土のあたりの水を見ている可能性が

あるということ。もう一つは、スクリーンという水が通りやすいところをつくる位置なのですが、

その位置が適切であるかどうかという、その二つあたりを再確認されてこれからモニタリングを進

めたらよろしいかと思います。 

（望月副参事）わかりました。検討させていただきます。 

（平田座長）ほかにこのモニタリングのところでご意見は。 

（森澤委員）この水位変動のデータを見ますと、やはり横軸に対して経年的に平均的に右肩上がり

の傾向があります。将来的には地下水位をA.P.＋2.0ｍで維持しようということでありますから、

これから雨の季節に入ることもありますから、その辺の対策も具体的に検討を始めていただいたほ

うがよろしいと思います。 

（宮良部長）今のお話は、今日も雨ですけれども、これから敷地全体にトレンチを掘って、それか

ら今区画整理も施工中ですから、区画整理の施工事業者と打ち合わせをしていまして、なるべく降

った雨は地下にしみ込ませないということを具体的に考えております。 

（平田座長）以前からここで議論が出ていましたように、周囲は結構きちんとした矢板といいます

か、護岸ができておりますので、雨が降って蒸発散で抜けていく、その差分がたまっていくことに

なりますから、そういう意味ではここは上がり続ける。ということは、逆に言えば、すごく今は外

に対して出ていないという感じがするのですね。そういうことで、将来A.P.２ｍの話まで出てまい

りますけれども、そこでやるのであれば、雨から入った水というのは、もちろんチェックする必要

はありますけれども、チェックをしてできるだけ早く速やかに排水したほうがいいというのがご意

見だと思います。 
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 それから、絞込調査は以前から話題になっていたところですね。土壌につきましてはきちんと環

境基準であるかどうかのチェックをしましょうということ。地下水については10倍で見ていきまし

ょうというところですね。そういうものでチェックをして、鉛直方向にボーリングをする。どこま

で汚染されているのか、あるいは、鉛直方向もそうですけれども、水平方向にもボーリングをして

いくということだと思うのです。実際には汚染の範囲を決めていくことになりますので、水平方向

には汚染がないということを確認するまで横に出していかなければいけないのですが、そのような

ことも考えられていますか。 

（望月副参事）それにつきましても私どもは検討しておりまして、水平方向についても実施するこ

とで検討させていただきたいと思います。 

（平田座長）トータル441カ所でボーリングが既に終わって、今は分析をしているということです

ね。 

（望月副参事）先ほどお話をさせていただきましたが、絞込調査を詳細調査と並行に実施をしてお

りまして、今、ボーリングの現場のほうは終了いたしまして、最後の分析作業を鋭意進めていると

いうことで、６月末には結果を出していきたいと考えております。 

（平田座長）そのポイントを落としたのが４－２ページの図の４－１ですね。やはりＤ、Ｃの12番、

13番、11番あたりが結構多いですね。あとＧ、Ｈという以前に高濃度のものが出た場所に結構ある

ということです。もう一つは５街区で、駒井先生が前に言われていましたのは、多分これは排水系

統の影響ではないかと言われていたのですが、そういうふうな割と広いところに散らばっていると

いう感じがいたしますね。 

 もう一つ、確認なのですが、４－３ページの図４－２のところで、いわゆる旧地盤面がA.P.４ｍ

ぐらいのところにある。それよりも50㎝下がるようなところで今調査をしましたということですよ

ね。旧地盤面よりも上に土壌が盛土をされているところについては、再汚染があるかどうかを確認

するために上位50㎝のところでも採るという理解なのですね。 

（宮良部長）座長のおっしゃったとおりで、昨年11月の専門家会議でも、地下水が高くなりまして

漏れ出したところに一部そういう状況があるので、その確認のために旧地盤から上、水につかって

いる可能性があるところもありますけれども、50㎝上を１カ所採ります。そういうことで今実施し

ております。 

（平田座長）そこで汚染が確認されれば、また改めて上までということですね。 

（宮良部長）今、データを分析していますから、それを見ていただいてまたご議論いただきたいと

考えています。 
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（平田座長）それを見た後ですね。 

（宮良部長）はい。 

（平田座長）これは既に事務局のほうで判定をされて、ボーリングが終わって今分析中ということ

なのですが、もし何か追加で必要なものがありましたらご指摘いただければと思いますけれども、

よろしいでしょうか。結果を見てまた再度追加という話も多分なるでしょうから、そういうことも

含めて調査をしているということでございます。これは以前からご質問があった内容なのですね。

どうなっているのだということで、６月末には絞込調査が結果として出てくるということになりま

す。 

 では、これはこのぐらいにさせていただきまして、最後のＶの土壌汚染等の対策ということにな

ります。これにつきましても、東京都が当初考えていたものをどう考えるのだということが一つと、

新たに上乗せ的な対策も必要であろうということで、これはあくまでも専門家会議のほうが判断を

することでございます。これにつきましても中島室長のほうから、前回のこととほとんど重複して

おりますので、今回新たに入ったところなどを中心に説明いただけますでしょうか。終わった段階

でブリーフィングペーパーを、あらかじめ簡単なものは用意してあるのですが、そのチェックがご

ざいますので、それも含めて時間の配分でよろしくお願いしたいと思います。 

（中島室長）そうしましたら、お手元の資料Ｖで土壌汚染等の対策についてご説明いたします。 

 まず５－１ページでございますが、詳細調査結果による東京都が当初予定していた対策の評価と

いうことで、当初、東京都で計画されておりました対策の内容について、詳細調査までに得られた

情報をもとに、汚染物質の曝露による人の健康への影響、及び市場用地としての食の安全・安心の

観点から有効性を評価してございます。 

 ここは簡単に要点だけ言ってまいりますと、まず１．１で汚染土壌の直接曝露に対してでござい

ますが、当初予定されていた対策におきまして、市場用地のすべての場所で旧地盤面、A.P.＋４ｍ

の上に2.5ｍの盛土が計画されていることから、この汚染土壌の直接摂取によるリスクは生じない

ということでございます。 

 さらに、その下のA.P.２ｍ～４ｍにつきましても、絞込調査で処理基準（含有量）を超過する濃

度が検出されたシアン化合物、鉛による汚染土壌はすべて処理基準以下になる。直接摂取について

は含有量になっておりますので、こう書いてございます。これらの場所では、先ほどの②と合わせ

ますと4.5ｍ覆土されて、より安心な材料になっているということでございます。 

 １．２で、汚染地下水等の曝露による影響についての評価でございます。 

 まず②のほうでございますが、基本的に街区外に拡散する可能性はない。 
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 ③のほうで、計画地内において地下水の飲用利用は予定されておりませんので、地下水の飲用に

よるリスクはないと考えられます。 

 また、④としまして、各街区外周への遮水壁の設置、砕石層の設置、観測井の設置を行い、地下

水面の上昇、あるいは地下水の毛管上昇を防止するということが計画されておりますので、汚染地

下水が地上に露出することによって人の健康リスク、あるいは生鮮食料品への影響が生ずる可能性

はないと考えられます。 

 ５－２のほうで、上ります汚染空気の曝露による影響の評価でございます。 

 先ほど来報告しておりますように、まず②のほうで表層土壌でございますけれども、表層土壌か

らの揮発及び地下水からの揮発という二つがございます。 

 まず③で、表層土壌につきましては、旧地盤面A.P.＋４ｍからA.P.＋２ｍまでの範囲の土壌がす

べて掘削・入れ換えされ、旧地盤面の上に2.5ｍの盛土がなされると。これは建物建設地以外でご

ざいます。また、地下水管理により維持される地下水位（A.P.＋２ｍ）より上部の不飽和帯に汚染

土壌が残存する可能性はないということから、地下水から揮発したベンゼン及びシアンガス等の揮

発による影響のみが懸念される。表層土壌からの懸念はないということでございます。 

 ④で、建物建設地についてでございますが、建物建設地につきましても詳細調査及び絞込調査に

よって、A.P.＋４ｍから２ｍまでの範囲で確認された汚染土壌が掘削・入れ換えされる。全域にわ

たって旧地盤面の上に2.5ｍの盛土がなされるということで、A.P.＋２ｍ、地下水管理により維持

される地下水位より上部の不飽和帯に汚染土壌が残存する可能性は小さい。したがって、地下水か

ら揮発したベンゼン及びシアンガス等の揮発による影響が懸念されるということでございます。 

 ⑤で、地下水管理が行われた際にA.P.＋２ｍ以深の地下水から揮発した、ここではベンゼンでご

ざいます。ベンゼンに対する懸念ですが、リスク評価のための計算方法及び詳細調査で把握された

地下水中ベンゼンの最高濃度100mg／ℓから、先ほど来ご説明しております安全側に見た地上空気の

ベンゼン濃度及び人の空気吸入によるベンゼン曝露量を試算しました結果、地上空気濃度（0.041

～0.28mg／ｍ3、平均的な土壌特性下で0.12mg／ｍ3）が大気汚染に係る環境基準（年平均値で

0.003mg／ｍ3以下）を上回り、人の健康リスクも目標リスク（１×10－５）を上回るという結果に

なってございます。 

 また、同様にシアン化合物は、⑥のほうでございますが、地下水中のシアン化合物がすべてシア

ン化水素として存在して、シアン化水素ガスが揮発するという状態を想定して試算しました結果、

地下水中シアン化合物濃度13mg／ℓに対しまして、地上空気濃度が0.0044～0.024mg／ｍ3（平均的

な土壌特性のもとでは0.010mg／ｍ3）となりまして、一つのケースを除く多くのケースで目標ハザ
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ード比(1)を上回るという結果になってございます。 

 また、代表的な７地点の地下水試料で先ほどご説明したような室内試験を行いました結果、酸性

条件のもとでの室内試験結果から求められたヘンリー定数の値が、曝露量評価に用いたヘンリー定

数の値の90分の１と小さかったということで、上記⑥の評価結果は、シアン化水素が発生しやすい

酸性条件に地下水がなったというケースを考慮いたしましても、十分な安全率を確保した評価にな

っていると判断されるということでございます。 

 ⑧としまして、それ以外、水銀、ベンゾ（ａ）ピレン、多環芳香族水素画分につきましては、同

様の計算を行った結果、いずれのケースにおいても人の健康リスクは許容されるレベルになるとい

う結果が得られてございます。 

 以上の結果をもとに、５－４ページで「今後東京都がとるべき対策のあり方」ということで、こ

こは前回の結論と同じところでございます。 

 まず、対策に必要な要件を読み上げさせていただきますと、「以下の要件を満たしている必要が

ある」ということで、①としまして、「生涯曝露による人の健康被害を防止する観点から、汚染土

壌を直接曝露、汚染地下水等を曝露、または汚染空気を曝露することによる人の健康被害が生じる

おそれが継続して防止されること」。②としまして、「食の安全・安心という観点を考慮し、揮発ガ

ス成分（ベンゼン、シアン化合物）が隙間や亀裂から建物内に侵入することによる生鮮食料品への

影響を防止する観点から、さらに上乗せ的な安全策が行われること」ということで、先ほど東京都

のほうからご説明がありました、対策のための要件を満たすために必要な調査（絞込調査）を行う

必要があるということで、２．２で書いてございます。これは先ほどご説明がありましたので、説

明を省略させていただきます。 

 ５－６ページ、２．３、対策の基本方針でございます。「詳細調査までの結果をもとに専門家会

議にて検討し、以下の基本方針で計画すべきであるとの結論に至った」ということで、枠の中にな

りますが、１番としまして、各街区とその周囲、各街区内の建物建設地とその周囲をそれぞれ止水

矢板等で区切り、それらの間での地下水を介した汚染物質の移動を防止し、建物建設地とそれ以外

の部分を分けた形でそれぞれ対策方法を検討するということでございます。 

 ２番としまして、地下水管理によりA.P.＋２ｍ程度に地下水位が維持されることを踏まえ、A.P.

＋２ｍよりも上部の不飽和帯となるところとA.P.＋２ｍ以深の地下水面下の飽和帯（帯水層）とな

るところを分けた形で対策方法を検討する。 

 ３番で、まず建物建設地でございます。 

 ①として、建物建設後に改めて土壌汚染等の対策を行うことが困難であるということから、詳細
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調査及び引き続き行われる絞込調査で操業由来及び自然的原因により処理基準を超過していること

が確認されたA.P.＋２ｍよりも上部の汚染土壌、及びこれらの調査により操業由来で処理基準を超

過していることが確認されたA.P.＋２ｍ以深の汚染土壌については、すべて処理基準に適合するレ

ベルまで処理する。 

 ②としまして、それでもタール混じり土が旧地盤面の下に残存している可能性があることから、

A.P.＋２ｍより上部の土壌は汚染土壌・非汚染土壌に関わらずすべて掘削し、入れ換えることが望

ましい。 

 ③としまして、地下水から揮発したベンゼン、シアン化合物がガスとして上昇し、隙間や亀裂か

ら建物内に侵入していくことによる人の健康及び生鮮食料品への影響が懸念されていることから、

食の安全・安心という観点を考慮し、建物建設地については上記①、②の土壌汚染対策に加え、地

下水中のベンゼン濃度、シアン化合物濃度が地下水環境基準に適合することを目指した地下水処理

も行う。 

 ④としまして、上記①から③の対策を行った後、その上部に2.5ｍの盛土及び堅固なコンクリー

ト床（厚さ25～40㎝）による被覆を施すことが計画されており、汚染土壌の直接曝露による人の健

康リスクはより確実に防止される。 

 ⑤としまして、上記①から④の対策を行っても残存する汚染地下水につきましては、地下水管理

を行い、地下水の上昇によって人の健康被害が生ずるおそれのない状態を維持していく。 

 以上が建物建設地に対してでございます。 

 ４番としまして、建物建設地以外についてでございます。 

 まず①として、残置構造物撤去、地盤改良を実施するために、旧地盤面（A.P.＋４ｍ）からA.P.

＋２ｍまでの範囲の土壌をすべて掘削し、入れ換えることが計画されております。 

 ②として、A.P.＋２ｍより深部について、詳細調査及び引き続き行われる絞込調査で操業由来に

より処理基準を超過していることが確認された汚染土壌は、地下水管理で揚水される地下水中の有

害物質の供給源をなくすという観点から、処理基準に適合する状態まで処理する。 

 ③として、上記①、②の対策を行った後、その上部に2.5ｍの盛土を施すことが計画されており、

汚染土壌の直接曝露による人の健康リスクはより確実に防止される。 

 ④としまして、上記①から③の対策を行っても残存する地下水汚染については、揚水した際に処

理を行うことなく下水に放流できる濃度レベル（排水基準に適合する濃度）で地下水管理を行って

いくとともに、将来的には地下水環境基準達成を目指す。 

 ⑤としまして、地震時の液状化対策として地盤改良工事を行うことが計画されていることから、
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この工事の際に合わせて残存する地下水中のベンゼン及びシアン化合物の濃度の低下を図ることが

望ましい。 

 ⑥としまして、建物建設地以外については、将来的に上乗せした土壌汚染対策を追加して行うこ

とを検討することも可能である。 

 ５番としまして、地下水管理でございます。これは建物建設地、建物建設地以外の部分とも以下

の方針で行います。 

 ①として、地下水面の上昇を防止し、概ねA.P.＋２ｍの状態を維持するよう、地下水位のモニタ

リング、及び地下水位上昇時の揚水処理を行っていく。 

 ②として、揚水した地下水は、排水基準を超過している場合には必要な浄化を行い、排水基準に

適合する状態で下水に放流していく。 

 ③として、地下水のモニタリング及び地下水位上昇時の揚水処理の際には、合わせて地下水中の

ベンゼン、シアン化合物等の濃度も継続して測定し、上記対策による地下水汚染濃度低減に対する

効果を把握していくことが望ましい。 

 ということで、５－８ページのほうで具体的な対策の考え方、実施すべき土壌汚染対策の内容と

いうことですが、これは前回ご議論いただいて、実際にブリーフィングペーパーのほうにもまとめ

た内容が入ってございます。 

 さらに、５－９ページのほうに行きまして、表５.３で、ただいまの地下水管理に対して、①か

ら④ということで、各街区外周と各街区内の建物建設部の周囲の遮水壁の設置、及び地下水面の上

に砕石層を設置して、毛細管現象による地下水の上昇を防止すること。舗装等による被覆によって

雨水浸透に伴う地下水の上昇を防止すること。観測井の設置によって継続的な地下水と水質の監視

を行い、雨水の浸透に伴う地下水位の上昇が確認された場合に、地下水の揚水、処理施設での処理

後、公共下水道への放流というものを書いてございます。 

 さらに、図５.２のほうで、先ほどの表５.２の内容を「土壌処理を行う対策範囲」ということで

まとめております。右側が建物建設地、左側が建物建設地以外ということで、計画地盤面A.P.＋

6.5ｍに対して＋4.0ｍまでが盛土、その下、A.P.＋２ｍまでが土壌処理基準を超過したもの、それ

以下のものも含めて処理対象とする。A.P.＋２ｍ以深につきましては、まず詳細調査において地下

水の排水基準（地下水環境基準の10倍）を超えたものについて左側の二つになってございます。そ

れ以下については処理対象外となってございます。 

 詳細調査を受けて絞込調査を行った結果、土壌処理基準以下であるか、基準超過であるかですが、

基準を超過したものについて処理対象とするということでございます。ただし、下に※印で書いて
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ございますが、A.P.＋２ｍ以深につきまして、自然由来で処理基準を超過した土壌につきましては

対策の対象外とするということでございます。 

 以上の対策を行いました後の土壌の状況を２.４.２として書いてございます。この対策を行った

場合、詳細調査及び引き続き行われる絞込調査で把握された汚染土壌、すなわち有害物質の濃度が

表層土壌で処理基準を超過または地下水で排水基準（地下水環境基準の10倍）を超過した区画の汚

染土壌はすべて処理基準以下に処理されます。ここで、排水基準を超過する濃度の地下水汚染が存

在しない区画のA.P.＋２ｍ以深に汚染土壌が残存する可能性は小さく、残存したとしても地下水管

理の過程で最終的には濃度が低下していく可能性があると思われるということでございます。 

 対策実施後の状況の評価ということで、５－10ページでございます。２.５.１で汚染土壌の直接

曝露による影響についての評価でございますが、すべての場所で旧地盤面（A.P.＋４ｍ）から２ｍ

の範囲の土壌がすべて掘削・入れ換えられ、さらにその上に2.5ｍの盛土がなされるということか

ら、汚染土壌の直接曝露による人の健康リスク及び生鮮食料品への影響は生じないということでご

ざいます。 

 ②として、さらにA.P.＋２ｍ以深につきましても、詳細調査及び引き続き行われる絞込調査で操

業由来により処理基準を超過していることが確認された汚染土壌は処理基準に適合する状態まで処

理されるため、これらの場所では土壌汚染が存在しなくなります。 

 ２.５.２として、汚染地下水等への曝露による影響の評価でございますが、①として、地下水の

飲用利用は予定されていないことから、地下水の飲用によるリスクはないと考えられます。 

 ②として、これは先ほどの当初から予定されていたものとダブりますが、地下水管理として、各

街区外周への遮水壁の設置、砕石層の設置、観測井の設置を行い、地下水面の上昇及び地下水の毛

管上昇を防止することが計画されておりますので、汚染地下水が地上に露出するということはない

と。それによる人の健康リスク及び生鮮食料品への影響が生ずる可能性はないと考えられます。 

 ２.５.３として、汚染空気の曝露による影響の評価でございます。まず①として、市場用地のす

べての場所で旧地盤面(A.P.＋４ｍ)から２ｍの範囲の土壌がすべて掘削・入れ換えられると、その

上に2.5ｍの盛土がなされるということから、地下水管理が行われた際に地下水面の不飽和帯とな

りますA.P.＋２ｍより上部については、汚染土壌が残存する可能性はない。 

 ②としまして、地下水管理が行われた際に地下水面より下になりますA.P.＋２ｍ以深については、

地下水から揮発したベンゼン、シアン化合物等がガスとして隙間あるいは亀裂から建物内に侵入し

ていくことが懸念されております。 

 ③として、この懸念に対して、追加調査及び詳細調査で把握された地下水中のベンゼンの濃度を



 - 31 -

もとにリスク評価のための計算方法を用いて、これより高くなることはないと考えられ得る安全側

に見た地上空気の濃度及び人の空気吸入によるベンゼン曝露量（吸入量）を試算した結果、地下水

中のベンゼン濃度を0.45～3.1mg／ℓ（平均的な土壌特性のもとでは1.1mg／ℓ）以下にすることによ

り、ベンゼンの大気汚染に係る環境基準（年平均値で0.003mg／ｍ3以下）を上回ることがなく、人

の健康リスク上も問題のないレベルで地上空気環境の維持が可能であるという結果が得られており

ます。 

 ④として、同様に地下水中のシアン化合物の濃度をもとに、地下水中に存在するシアン化合物の

すべてがシアン化水素である状態を仮定して同様の評価を行いました結果、地下水中のシアン化合

物濃度を2.7～15mg／ℓ（平均的な土壌特性のもとで6.2mg／ℓ）以下にすることにより、人の健康リ

スク上も問題のないレベルで地上空気環境の維持が可能であるという結果が得られました。 

 ⑤としまして、地下水から揮発したベンゼン及びシアン化合物がガスとして建物内に侵入してい

くことによる生鮮食料品への影響について、生鮮食料品に付着した水分中の濃度と空気中の濃度が

平衡になった状態を想定して、安全側に見た地上空気のベンゼン濃度のもとで、生鮮食料品に付着

した水分中のベンゼン濃度及びシアン化合物濃度を求めてみました結果、付着水分中のベンゼン濃

度は、飲料水の水質基準（0.01mg／ℓ以下）の1000分の１未満、シアン化合物濃度は飲料水の水質

基準（検出されないこと）における定量下限値（0.1mg／ℓ）の100分の１未満と非常にわずかであ

り、食の安全・安心の観点から見ても悪影響が及ぼされる可能性は小さいと考えられる。 

 ⑥としまして、代表的な７地点の地下水試料を用いてシアン化合物の地下水からの揮発について

室内試験を行った結果、酸性条件のもとでの室内試験結果から求められたヘンリー定数の値が、リ

スク評価のための計算方法による曝露量評価に用いたヘンリー定数の値の90分の１と小さかったこ

とから、上記④、⑤の評価結果はシアン化水素ガスが発生しやすい酸性条件に地下水がなった場合

を考慮しても十分な安全率を確保した評価になっていると判断される。 

 ⑦としまして、建物建設地では地下水中のベンゼン、シアン化合物の濃度が地下水環境基準に適

合することを目指した地下水浄化が行われ、建物建設地以外においては揚水した際に処理を行うこ

となく下水に放流できるレベル（排水基準に適合する濃度）で地下水管理が実施されますので、地

下水中のベンゼン及びシアン化合物の濃度が排水基準以下の濃度で維持される。したがって、上記

の③、④の濃度を上回ることがなく、人の健康リスク上問題のない状態で地上空気環境が維持され

るということでございます。 

 その後、２．６として建物建築時の注意事項でございます。 

 土壌汚染等の対策では、表層土壌で処理基準を超過した地点及び地下水で排水基準を超過し、引
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き続き行われる絞込調査で処理基準を超過した地点につきまして、土壌汚染を除去し、残存する地

下水汚染を補助的な対策の実施により低減させるという方法を考えております。したがって、地下

水汚染の原因となっていない、あるいは可能性は低いが地下水環境基準の10倍以下の濃度の地下水

汚染の原因となっている土壌汚染がA.P.＋２ｍ以深に残存しているということも考えられることか

ら、建物建設時に掘削工事等を行う場合には、掘削された搬出土が適切に取り扱われるように管理

するとともに、あわせて可能な対策を行うことが望ましい。 

 最後に、５－12ページでございます。２．７、管理のあり方ですが、先ほど来言っております対

策では、新市場予定地内に残存する汚染土壌・地下水に起因して人の健康被害及び生鮮食料品への

影響が生じるおそれがない状態が維持されていることを日常的な点検あるいはモニタリング等によ

って管理していくとともに、異常発生時の対応を検討していくことが望ましい。 

 以上でございます。 

（平田座長）前回の復習も兼ねまして、今回はシアンのガス化の話がありましたので、それを追加

した形で説明をしてございます。ただ、結果につきましては、５－９のところにすべて１枚の絵で

かいてございますけれども、いわゆるA.P.２ｍ、つまり将来地下水の水面があらわれる。そこで管

理しようというA.P.２ｍよりも上につきましては建物の下も外も同じ扱いになるということで、汚

染土壌といったものは処理基準を超える土壌は存在しないということ。A.P.２ｍより下の地下水に

ついて建物の下と外では若干の違いがある。建物の下につきましては、ベンゼン、シアンはできる

限り環境基準を満たすよう努力をする、そこまで落とすということですね。ただし、土壌につきま

しては、地下水の中の自然由来のものは対象としない。 

 あと、建物の外側につきましての地下水は、土壌は全部処理基準を超えるものといいますか、い

わゆる操業由来の汚染土壌はなくなるのですけれども、地下水については排水基準の10倍で管理を

していきましょう。ただし、それ以外にもいろんな対策が行われます。残置構造物を撤去するとか、

あるいは一部液状化対策も行われるということがございますので、そういった機会を捉えて濃度を

下げていく。まず濃度を下げるのは排出基準まで。でも、排出基準にいたしましても、ベンゼンに

しても、シアンにしても、気化をして地上に上がってきて人が呼吸をすることによる影響について

は、10－５以下にはなっているというところでございます。 

 あと、建設時の注意事項とか管理のあり方につきましては、多分もっともっと書き込まなければ

いけないことがたくさんございまして、今日は項目の骨子だけを出したというふうにご理解いただ

きたいのですが、あとは前回との違いというのはほとんどないものですから、特に食品に付いてい

る水に対する影響については、ベンゼンもシアンもいわゆる基準値よりも1,000分の１もしくは100
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分の１と小さくて、食品に対する影響はないという結論は変わりません。 

 というところで、何かご注意いただくところはございますでしょうか。 

（内山委員）一つ確認させてください。５－９ページの図の５.２なのですが、今、対策は建築物

の下とそれ以外のところに分けてということで説明いただいて、それはよいのですが、５.２は全

くどこも違っていないのですが、土壌の処理は変わらない、地下水のみが建物の下は環境基準以下

を目指すということが違うと理解していいのですか。この図を見ると建物も建物外も全く違わない

ので、何が違うのだろうと思ってしまいます。 

 この絵は、まずどこかの新聞に今日載るのではないかと思うのですが、何も違わないのではない

かと、よく見れば、建物の下は後からなかなか処理ができないので、地下水は環境基準以下にまで

しましょう。ただ、土壌は処理基準以下のところまで処理を行う。でも、やはり地下水と書いてあ

るから、環境基準以下のところは処理対象外で、それを超えているところは建物を建てる前に基準

以下にしましょうということだったと思うのですが、いかがでしょうか。 

（中島室長）土壌についてのみでこの図をつくっておりますので、今、先生のおっしゃった地下水

のところがあらわれきれていないような形になってございます。 

（内山委員）これはぜひわかるように書いていただいたほうがいいと思うのですが、このところの

地下水の半分を、土壌としてはそういうところが残っているかもしれないけれども、地下水として

は環境基準を目指した浄化処理を建物のところは行っていくのだというのがわかる図のほうがいい。 

（平田座長）その下に一つ入れましょうか。今日は事務的な時間がなくてできないと思うのですけ

れども、建物の一番下のところは三つに分かれていますが、四つに分けて、横に地下水を出して、

地下水は環境基準以下にするということと、まず排水基準で管理をしていきましょう、将来は地下

水環境基準を目指すということを付け加えてはどうでしょうか。 

（中島室長）承知いたしました。 

（平田座長）そうしましたら、お手元に私の案としてのこういうブリーフィングペーパーを先生方

はお持ちだと思うのですが、５分か10分いただきまして、文言のチェックをお願いしたいと思いま

す。 

（内山委員）ブリーフィングペーパーを作成する前に一つ、二つよろしいですか。 

（平田座長）どうぞ。 

（内山委員）最終的な報告書までにはもう少し文章が練られると思うのですが、５－11ページの⑦

のところでは最終的な評価が書いてありますね。それで、⑥のところには飲料水基準は書いてある

のですが、地下水環境基準に適合することを目指したという、その地下水環境基準というのがここ
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の対策のところには出ておりませんので、我々はわかっているのですけれども、ここは井戸水を飲

むということで飲料水と同じになっていたと思うのですが、地下水基準はベンゼンでしたら0.01mg

／ℓ、シアンは検出されないことですけれども、一応検出限界が0.1mg／ℓですが、それを環境基準

とみなして、それ以下に適合することを目的とする。ここに飲料水基準は書いてあるので、地下水

基準ももう一度書いておいていただいて、そうすると、それ以下にすることによって、上で計算し

たリスク、計算結果の10分の１から100分の１でしたか、そのぐらいを維持できるのだということ

が少しわかるように最終的にはリバイズしていただければと思います。 

 もう一つは、最後のページの「管理のあり方」で、これはまだ次回でも議論されるかもしれない

のですけれども、こういう将来にわたって管理をしていく土地は、管理の期間中にいつでもデータ

等をオープンにするということが非常に重要だろうと思います。特にその土地を使用される方々と

ぜひ管理協議会のようなものをつくっていただいて、情報を共有しながら管理していくということ

が一番大事だろうと思います。 

 今、ご存じかもしれませんが、北区の豊島団地のほうでは、ダイオキシン類による土地汚染があ

ったようなところも、一応処理をした後、現在でも管理組合と、東京都と、都市再生機構、それか

ら専門家が加わって管理協議会というのをつくって、住民の方と一緒にそれぞれのときの問題点、

あるいはモニタリングデータを共有し合いながら、また住民の方々からもこういうところがあるけ

れども大丈夫かというような意見を伺いながら、対処方法を考えていくということがあります。こ

れは管理をしながら使う土地の場合には非常に重要なことだと思います。今回の原稿では、そのと

ころの記述がまだ４行ですので、恐らくこれからもうちょっと議論されるかと思うのですが、これ

も次回会議がありましたら、そのときにもう少し詳しく書いていただければと思います。 

（平田座長）報告書が出た後のリスクコミュニケーションの話もあるし、それ以降のこともあると

いうことですので、本当はそこからがもっともっと重要になるとは思うのですけれども、そういう

意味で最後のところまできちんと書き込むようにということですね。これは次回以降ということに

なると思います。 

 あと、何かございますか。ブリーフィングペーパーと照らし合わせながらご覧いただければと思

っております。前回のところとすごく重複しておりますので、そういうところをご注意いただきた

いなと思うのですが、一番はシアンの評価が入ったということだと思うのですね。 

〔ブリーフィングペーパー作成〕 

（平田座長）どうもお待たせいたしました。19日よりももう少し早くできる予定だったのですが、

少し図面をさわってしまったものですから、時間がかかってしまいました。 
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 前回のものと大きくは変わっておりませんので、詳しい内容は後ほどお配りいたしますブリーフ

ィングペーパーを見ていただくことにいたしまして、今日は前回とは違って付け加わったところだ

けを中心に説明申し上げたいと思います。 

 まず、土壌から気化してくる曝露、揮発性物質による健康影響というところで今回はシアンを付

け加えて行いました。その結果、現在観測されている、この前の調査では13mg／ℓという濃度を入

れて計算いたしますと、やはり生涯曝露では影響が出るという結果でございました。 

 実際に、シアン化水素が地下水から空気へ移行するというところでヘンリー定数が必要になって

くるのですけれども、それを調べるために、実際に豊洲の水を採って調べたということでございま

す。その値というのは、計算に用いた今日本で使われているものに比べて90倍ぐらい大きいという

ことですので、より安全側の結果になっているところでございます。ベンゼンにつきましても同じ

でございます。 

 では、どのぐらいの濃度にすれば、10－５といいますか、生涯曝露で影響がないのかということ

にいたしますと、ベンゼンですと0.45～3.1mg／ℓの濃度にすればいいということで、0.01が環境基

準ですので、排水基準はその10倍の0.1ということですから、これよりも十分大きいということで、

基本的には排水基準を満たしておれば、曝露からすれば大丈夫だという結果にはなってございます。 

 シアンについてもほとんど同じ結果でございまして、曝露からいきますと、生涯摂取をしても大

丈夫な濃度といいますのは、2.7～15mg／ℓの濃度で抑えておけば地下水で大丈夫という結果になる

のです。実際に私たちが今考えております最高のシアンの濃度でも、いわゆる検出されてはいけな

い濃度は0.1mg／ℓ、その10倍が排水基準ですので、0.1の10倍ですから１mg／ℓにすれば大丈夫だと

いう結果になるのですけれども、もっともっと厳しいものを我々は考えているというところでござ

います。 

 一生涯曝露されるということで、この豊洲の地に70年生活をする。それも、部屋の中から一歩も

外に出ないという大変厳しい状況を設定して計算するということが一つです。もう一つは、食の安

全からより上乗せ的な対策を行うということが重要であろうというところでございます。絞込調査

のところも書き込んでございます。 

 結果といたしまして、お手元に配られるとは思うのですが、表１のところに全体像としての対策

の内容が書き込まれております。これはこの前と同じなのですが、基本的にA.P.２ｍのところで地

下水を管理する。A.P.２ｍよりも上につきましては、基本的には自然由来であれ、操業由来であれ、

汚染物質はなくなるという状況です。A.P.２ｍよりも下に地下水が来るのですけれども、その地下

水につきましては、建物の下については環境基準を目指そう。もちろん土壌の汚染は除去をするこ
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とになります。ただし、いわゆる自然由来のヒ素、鉛があるわけですから、これについては対象外

であるということですね。 

 建物の外について言いますと、いわゆる操業由来の土壌の汚染は除去するということです。自然

由来のヒ素、鉛は残るということ。もう１つは、いわゆる排水基準。つまり、将来地下水を管理し

て外に出すわけなのですけれども、その場合に排水基準を満たしておく必要があるということです

ので、環境基準の10倍の値をまず達成しようと、さらにそれに対して、例えば液状化対策、あるい

は残置構造物を撤去するということもございますので、そういう土木工事を行うときにより有効な

対策を用いて、環境基準を将来的に満たしていこうというのが建物の外の内容でございます。それ

で、先ほど内山先生からご要望がありましたように、地下水のものも入れて図面をつくり直したと

いうところでございます。 

 このような対策を行った後、ではどうなるのだということになりますと、まずA.P.２ｍよりも上

には汚染物質が残らないということになりますので、土壌を直接食べて何か影響が起こるという状

態は考えられない。直接接しての影響はないということですね。 

 地下水につきましても、基本的には地下水は飲まない。でも、地下から気化する汚染物質が上が

ってくる可能性があることになるのですけれども、それについても、本来排水基準レベルで環境基

準の設定に使われました10－５ぐらいの値のリスクは担保されているのですけれども、建物の下に

ついては環境基準を目指しましょうということですね。建物の外につきましては排水基準。これは

当面排水基準であって、将来は地下水の環境基準値を目指そうということですので、生涯曝露とい

う観点からいきますと10－５は担保されている、そういうところでございます。 

 さらに、食の安全からいきますと、例えば何か食物に土壌がくっつくとか、あるいは地下から上

がった水がついてしまうという状況は将来想定されないということになりますので、直接影響はな

いわけです。それに対して、地下から気化する物質がガス体として上がってくる。それが例えば食

物の表面にある水の中に溶け込むということもございますので、それらについては逆にヘンリー定

数を使った計算も行ってみたというところですね。 

 その結果からいきますと、我々が提案しているような対策を都が行えば、食物につく水の中に入

る有害物質の濃度といいますのは、ベンゼンですと飲料水の1,000分の１以下、シアンについては

100分の１以下になるということで、ガスが直接食物に与える影響も多分ないだろうという結論に

至ってございます。追加としてはそういう形になってございます。 

 そういったことをトータルで６ページの本文としてまとめておりまして、７ページ目のところに

絞込調査の調査地点の図面が入ってございます。これが本日のブリーフィングペーパーということ
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になりますので、ご確認いただきたいと思っております。以上でございます。ちょっと省略してし

まいましたけれども、ペーパーをご覧いただければわかるようになってございますので、ご参照い

ただきたいと思います。 

 ということで、事務局のほうにお返しいたします。 

（大里課長）ありがとうございました。以上で、本日の議事はほぼ終了となりました。 

 今日の議論あるいは絞込調査の結果とりまとめは少し時間をいただきたいのですが、次回の開催

についてはそれらが出てからということで、別途事務局から連絡させていただくということでよろ

しゅうございますか。 

（平田座長）結構でございます。 

（大里課長）では、そのようにさせていただきます。 

 それでは、本日の議事は終了です。皆様におかれましては、長時間にわたる検討ありがとうござ

いました。 

 本日いただきました検討事項について、次回までに事務局でまとめをさせていただきます。 

 なお、会議の内容や議事録等、また次回の日程につきましては、東京都のホームページで公開し

ていく予定でございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、これをもちまして、第７回豊洲新市場予定地における土壌汚染対策等に関する専門家

会議を終了いたします。 

 引き続き質疑応答に入らせていただきますが、先ほどのブリーフィングペーパーをお配りします

ので、いましばらくお待ちください。 

閉 会 
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質疑応答（要旨） 

 

（質問者Ａ）このＲＢＣＡ法のパラメーターのところで質問したいのですけれども、ヘンリー定数

は基本的に常温常圧ですね。気圧が通常１気圧の状態で、温度も常温で、ここでは20～25度になっ

ているのですけれども、そういう設定をしたもので計算されているということで、こういうベンゼ

ンとかのＶＯＣ、揮発性のものは、例えば台風が来たときとか低気圧になりますとたくさん揮発し

ます。ですから、そういう気圧の影響がパラメーターに全く入っていないということ。それから、

温度ですけれども、これも常温、20～25℃ということで、地下水はそれに当たるかもわからないで

すが、気温、空気のほうは当然夏は30度ぐらいになったり、冬は逆に下がったりします。一般的に

低気圧になって温度が上がれば、たくさん揮発するのは常識だと思うのですけれども、その辺がこ

のパラメーターにはほとんど入っていないので、この計算でシミュレーションした結果そのとおり

になるということは、私はならないと思います。それと湿度も入っていないですね。多分湿度も少

し影響してくると思うのです。 

 それと、確かに実証は少しシアンについて行なわれているのですけれども、これも一部のある条

件、そのときの気温とかも必ず書いておくべきですし、水温のほうは恒温水槽で行なったようです

けれども、そういう条件がはっきり書かれていない。気圧や気温を必ず入れるべきです。それと、

ベンゼンについてはこういう実証を前回は行っていなかったのですけれども、それを行っているの

かいないのか。 

（平田座長）まず常温常圧の話で、低気圧が来れば圧が低くなってたくさん出るだろうというので

すが、それは化学定数でいきますと基本的には比例する感じですよね。だから、今、1,000ヘクト

パスカルで、900ヘクトパスカルなどというすごい大きい台風が来ましても、１割ぐらい上がる感

じになると思うのです。 

（質問者Ａ）それは物によって違うのではないですか。 

（平田座長）違うのですが、でも、ヘンリー定数を使う限りはそういう感じになると思うのですが、

とんでもない台風が来ても１割ぐらい上がるのかなと、オーダーは変わらないのですよね。オーダ

ーについては、ここは90倍のヘンリー定数を使っていますので、まず変わらないと思っています。 

 それから、確かに実験条件のときの温度とかは入れるべきだと思うのですね。それは後でまた細

かいところでさせていただきます。 

（質問者Ａ）ヘンリー定数のところに温度のパラメーターは入っていないのではないですか。特に

最近の夏は、空気の温度が30度ぐらいとか、場合によっては40度近くになる場合があると思うので
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すが。 

（平田座長）まず行くところは、基本的に地下水から上に行くところの話になりますので、多分温

度は海の温度に非常に影響されると思うのですね。上がっているところについては地下水の温度で

すから。 

（質問者Ａ）ただ、拡散係数で空気と水がありますから、この空気中の拡散係数は温度によって変

わるのではないですか。 

（平田座長）外に出てからという意味ですか。 

（質問者Ａ）そうです。変わりますよね。 

（平田座長）変わるのは、より濃度が希釈される方向に変わると思います。 

（質問者Ａ）いろいろなファクター、条件で国際環境ソリューションがパラメーターを変えてやっ

てみたかということですが、それは行っていないのでしょう。 

（平田座長）それはまだ１カ所だと思いますが、どうですか。 

（中島室長）通常、常温時の拡散係数で水中、気中、いずれもリスク評価の場合は行っております。

温度という意味では、それが30度になったかというふうには通常は計算しておりません。 

（質問者Ａ）それから、ベンゼンは行っていないのですね。 

（平田座長）ベンゼンは確認しておりません。ベンゼンは一般的に非常にたくさん使われています

ので、多分大丈夫だろうと思っています。ただ、シアン化水素についてはすごくヘンリー定数が変

わっていたもので、どれが一番近いのかということを確認するために行ったということです。 

（質問者Ｂ）私は、気象学を勉強してきました。しかしながら、今示された室内における拡散など

というのは取り扱ったことがありませんでした。ここで示されている多くのパラメーターがござい

ますが、これを見ますとアメリカで設定されたパラメーターを大分使っておられますね。豊洲など

の対象地域において、例えば建物の中でこれが本当に有効なものなのかどうか、そういう検証はな

されているかどうかということが一つ。 

 地上風速に関心があるのですけれども、0.625㎝／ｓはほとんど風が吹いていない状態でありま

して、そうなると、拡散係数というのは風速の垂直方向の差に比例するわけですから、ほとんど恐

らく拡散などない状態だろうと思うのです。そういう点で、ここに使われているパラメーターを使

っておやりになったのがどれほど有効に作用しているのかということを豊洲の今度建てられる建物

の中で検証されているのかどうか、そういうことをお伺いしたいと思います。 

（平田座長）まず拡散係数の話なのですが、これはバルクのモデルですので、まず濃度差で上がっ

ていくわけですね。地面にまで来たものが上に上がって、それが混合していくということになりま
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す。例えば豊洲のこういう非常に広いところを考えますと、普通は拡散層圧というのは10ｍぐらい

とるのです。でも、私たちは一番危険な状態といいますか、空気の入れ換えのない建物の中を考え

ているのですね。 

 非常に危険である。上がっているのは上がってくるのです。計算上は絶対上がっていきます。濃

度勾配で上がっていきますから。上がってきて、それが空気の速度でもって運ばれていくというの

は、希釈をされるという方向なのですね。0.625㎝／ｓというのは何を言っているかといいますと、

建築基準でいきますと、この部屋の中の空気の入れ換えは１時間に２回という格好で決められてい

るのです。基本的には、そういう感じの計算になります。 

 その１時間に２回入れ換えるということを外に適用したわけです。外に適用するということは、

要は今ここで考えていますのは、45ｍの大きさの地下水の汚染があると考えておりますので、45ｍ

が２回入れ換わるという速度ですので、45を２で割って、22.5が１時間で動くという速度なのです

ね。非常に危険側で計算をしているということでございます。実際は外の空気の移動速度というの

は、平均的にいっても２ｍとか３ｍあるものですから、それを入れてやればすぐに希釈をされてし

まう。もっともっと安全側の計算になると思います。今は部屋の中でほとんど空気が動かないとい

う状態で、どんどん出ていくという計算になっておりますので、すごい安全側の計算になっており

ます。危険側ではないです。安全側になっています。対策をすれば、建物の下にはベンゼン、シア

ン化合物はなくなりますので、現実には上がってこないのですね。 

（質問者Ｂ）上がってこないのに、なぜ計算するのですか。 

（平田座長）ですから、それをやるためにはどのぐらいの濃度にすればいいかということを逆算す

るために求めたという話です。 

（質問者Ｃ）このような地質レポート、環境調査表を見たことがない。確かに平面上はありますね。

10ｍ四方に土壌を、または水質を検査したという平面図はありますが、エレベーションがない。エ

レベーションがないということは、どこにどういうものがあるかというのが全く書いていないわけ

です。それから、ここにもありますが、擁護壁は昨年つくられたと聞きました。それ以前は、すべ

てのそういう物質は海、または有楽町質に堆積・沈殿しているということなのです。要するに外壁、

擁壁の後ろにも海の中にもそういうものが入っているということなのです。そういう調査をされて

いますか。 

（平田座長）まず、水平方向のデータであって、鉛直方向の話が入っていないということですね。

それについては前から申し上げているとおり、表層の土壌については旧地盤面から50㎝下で採りま

しょうと、そこで環境基準を超えているものについてはもう一度鉛直方向にボーリングをして、調
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べましょうということなのですね。ただし、深いほうのところにも汚染がある可能性があるから、

それについては、ベンゼン、シアンについては土壌よりもむしろ地下水を見たほうがいい。ですか

ら、地下水の濃度が基準値の１０倍以上のところについてはまたボーリングをしましょうというこ

とで、今回詳細調査のときに絞込調査のこともお話をしたと思うのですが、その鉛直方向のボーリ

ングが既に終わったということなのですね。 

（質問者Ｃ）それではお伺いしますが、スクリーンのレベルがどこにあるかということを解決され

ていないではないですか。そのスクリーンがどこにあるかによって、例えば汚染物質がここにある

のに、地下水を採っているのか、その上を採っているのか、これは幾らでも巧妙にごまかせるわけ

です。この件についてどうですか。 

（平田座長）地下水については、全スクリーンを設けていて、真ん中でとるということですね。で

すから、平均の値をとっているとご理解いただけますでしょうか。 

（望月副参事）今、土壌・地下水調査をあわせて行なっているのですが、その結果について、先般

の専門家会議の中で濃度分布図などを出させていただきました。ホームページのほうで全データも

含めて公表していきたいと考えておりまして、今おっしゃいましたスクリーン、例えば上段がA.P.

幾らで、下段が幾らといったものもデータで公表していきたいと思いますので、ご理解いただきた

いと思います。 

（質問者Ｄ）とにかく不透水層だからということで有楽町層の上面以下は全然チェックをされてい

ない。ところが、有楽町層自身がかなりの軟弱地盤ですから、不透水層と言われますけれども、実

質的に水を長期間にわたってとめる機能はありません。その不透水層を当てにして幾ら矢板を打と

うと同じことです。 

 地質のほうの一般的な常識としたら、難透水層であっても汚染はとまらない。そういうものが切

れ目を通し、あるいは時間をかけて浸透していって、何層も下まで汚染が広がるということは一目

瞭然である。難透水層を破るとボーリング孔を通じて下層に汚染が引き込まれる。それが恐ろしい

から有楽町層の上面でとめるというお話でしたけれども、もう現実的には既に汚染はかなり下まで

及んでいることを見なければいけない。平面は調べても、深さ方向を調べないということは将来に

禍根を残すと思います。 

 次には、下から物を持ち上げてくる一つのファクターとして、地下水位のコントロールを言われ

ております。A.P.＋２ｍに地下水位をコントロールすると口で言うのは非常に簡単です。実際にど

のような設備でどのような管理をして、それを維持されるというのか。先ほどの図面で見ますと、

雨量と水位の相関図がありましたね。３－３ページ、この図で見られるように、地下水面がかなり
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５街区とそのほかの街区で違っている。しかも、雨量にかなり鋭敏に反応している。 

 この５街区とほかの地域との水位差があるというのは、先ほど駒井先生がおっしゃいましたけれ

ども、宙水の可能性もある。つまり、水槽としては連続していないということですね。特に表土に

近いところは浚渫土の入り混じりですから、そういう面では水を通しやすい砂と水を通しにくいヘ

ドロが入れ子になって積み上がっている。そのような場所でもって水の動きが非常に複雑で、かつ

粘土のところでは水を通しにくい。そういうところでコンスタントに２ｍの地下水位を維持すると

いうことがどれほど難しいことか、十分お考えいただきたいと思います。それを維持できるという

技術的な手段についてご説明をいただけたらと思います。 

 第３点目に、汚染土壌の入れ換えの問題があります。これは＋2.0までコントロールしていくと

いうことになりますと、汚染土壌の剥土量はざっと計算しただけで約100万ｍ３になります。かな

り大規模な廃棄物処分場一つ分の体積になります。これをどのようにして運搬し、どこに処理をさ

れるのか。そこまでのめどをきちんと立てないと、実効のある対策としての提言は意味をなさない

と思います。 

（平田座長）まず鉛直方向の調査のところがございますよね。それは想定した基準を上回ったとこ

ろについてはボーリングをするということは以前から申し上げておりますので、ご理解をいただき

たいと思います。では、実際にどういうふうな物質の動きが起こるのかということなのですね。下

から上がっていくというその現象については、恐らく先生がおっしゃっているのは液状化のときに

非常に問題になるのではないかという話だと思うのですが、この前も申し上げましたけれども、確

かに調査をすれば液状化が起こるところはある。そこには液状化対策をしましょう。 

 多分５街区はちょっと特殊なことを行わないと、あそこは有楽町層が６街区、７街区に比べて浅

いものですから、そこには別の対策をするということになると思うのですね。下から上に上げない

というか、全く液状化が起こらないかといいますと、それは保証の限りではありません。いわゆる

どの程度の地震が起こるかによって全然変わってきてしまいますし、そういう意味では、液状化対

策というのは土木工事の中でされるのでしょうから、そのときも我々は利用して浄化していこうと

いう話なのですね。そういう意味で、液状化といいますか、物質の動きについては、今考えていま

すのは有楽町層の上を考えているということでございます。 

 地下水は、A.P.２ｍでどう制御するのだということになるのですが、この前、図面でお見せいた

しましたように、建物の建つところはかなりの部分があるわけですね。後で細かい数値は言ってい

ただきますけれども、建物のところというのは中を全部きれいにしてしまうわけです。そのときに

土壌の掘削等々、あるいは地下水の処理もございますので、建物が建つ以前にはA.P.２ｍで制御し
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ていくことに既になっているはずなのですね。 

 その外につきましては、では全く雨は自由に地下浸透できるのかと申しますとそうではなくて、

その周辺のものについてもアスファルトやコンクリートで覆われているということで、本当に降っ

た雨が地下水にまで到達するところというのは、恐らく私が思うには植え込みぐらいのところしか

ないと思うのですね。一度工事のときに地下水位を下げてしまえば、そんなにものすごい膨大な量

の地下水の管理をするわけではないと思います。 

 ただし、問題は、その処理をしたときの土壌はどうなるかです。ここは40haありますので40万ｍ

２です。先生おっしゃっているのは、A.P.２ｍから上４ｍ、2.5ｍぐらいの部分ですから、40万×

2.5ｍで100万ｍ３ぐらいの土壌が出てくるという話ですね。これについては恐らく東京都が責任を

持って処理をしなければいけないということを我々は言うとは思うのですけれども、その後、いわ

ゆる環境への負荷を与えずにどうするのだということは都のほうで考えていただくことになると思

います。具体にはどういうことがあるのか、先ほどの建物の面積とか、あるいは土壌の処理も含め

て担当者のほうから説明をさせたいと思います。 

（宮良部長）一つには建物の割合なのですけれども、大体５割ぐらいの割合になっております。そ

れから、今の土壌の入れ換えなのですが、私どもも非常に留意をしていまして、いろいろな方策が

あります。これから具体的な土壌の対策を提言いただいて、それから土壌のボーリングをして、ど

のぐらいの物質がどのぐらいあるか、土量を計算しまして、今度は処理方法を具体的に、例えば水

で洗えばいいのか、熱についても低温、高温いろいろあります。そういうことを決めます。では、

そういった施設がどこにあって、どういうふうにしたらいいか。それから、環境面の対策をどうい

うふうに考えればいいのか等をこれから考えて、現在でもいろいろ調査研究していますが、やはり

具体的には対策の方向、それから土壌のボーリングをしまして、その結果を見て土量を決めていく、

そういうふうになると思っています。 

 地下水位の低下、それから維持なのですが、大体全面土質の調査を、耐震の地盤改良、耐震対策

を行ないますから、それとあわせて土質を確認しております。その土質を確認した上で、地下水

1.5～２ｍぐらい下げる必要があると思っています。例えば土もどのぐらいの水を通す割合がある

か。具体的に透水係数と言いますけれども、そういった調査とか、それから、例えばポンプを入れ

て下げますけれども、何カ所、どんな能力のポンプをどこにどういう台数で設置すればいいか概算

をしております。十数台置けば、２ｍぐらい揚水は可能だというところまでは検討しております。 

（平田座長）水位を下げるということもそうなのですけれども、恐らく掘削土量が100万ｍ３ぐら

いになってしまって、それは濃度の低いものと高いものがある。高いものについては多分焼却処理
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等の処理をしなければいけないであろうし、濃度の低いものについては何らかの現地で、あるいは

オンサイトで洗浄をするとかで、できるだけ他の埋立地に持っていくという環境への負荷を与える

ようなことは極力しないという配慮が私は必要であろうとは思っております。 

（質問者Ｅ）ベンゼンが43,000倍、地下水が10,000万倍、そしてシアンが860倍の濃度で検出され

たわけです。したがって、まず私が言うのは、以前は1,000倍、470倍、そのような比率で出たのが

一挙に万の数で出たわけです。こういう状態で先生がもうやめようとおっしゃるのかと思ったら、

まだまだこれを続けていこうというふうに見られるわけです。 

 それで、先ほど地下水が土壌の上に出てくるようなことはないとおっしゃいました。10－５とお

っしゃったのですけれども、10－５というのは10万分の１と私は聞いたのですが、今世間では中国

の四川省の大震災のような天変地異が起きているときに、これをこのまま遂行してよろしいものな

のだろうか。都知事は幾ら金がかかってもというような感覚であるかもしれないけれども、私は築

地の食の安全・安心からいって絶対に推し進めるべきではないと思うのです。私はこの河岸へ入っ

て、学校時代に化学を習ったことによって、シアン、ベンゼン、六価クロムの恐ろしさを知ったわ

けです。先ほどもアメリカの話が出ましたけれども、全く恐ろしい話だと思うのですよ。 

（平田座長）専門家会議の件につきましては、何回も申し上げてはいるのですけれども、移転する、

しないの議論はちょっと横に置いておいてくださいという話なのですね。豊洲に今どういう汚染が

あって、どういう状態にあるのかということをまず評価するということ。それから、いつも内山先

生がおっしゃるのですが、70年そこに住んでも大丈夫なような状態にするにはどうしたらいいかと

いうことを今考えているわけです。そういうことがまず第１点にございます。 

 確かに43,000倍とか、シアンで860倍というのはすごくセンセーショナルな値ですよね。おっし

ゃるおりだと思います。ところが、ではそれが全面にあるのかということになりますと、この前お

見せしましたように、その地点の鉛直方向を調べてみますと、50㎝上にはない。50㎝下にもない。

水平方向には５ｍ離れたところにもあまりないということで、すごく小さい塊として存在をしてい

るのではないかということなのです。さらに、いわゆるタールといいますか、非常にねちっこい油

の中に溶け込んでいて、それがすぐに何か出て、あるいは大気に行ってという状況ではないという

こともご理解をいただきたいと思うのです。 

 では、そういったものをすべてこの調査でもって明らかにできるのかということになりますと、

私たちは、10ｍに１カ所のボーリングではひょっとしたらそういう小さいものは見つけることがで

きないかもしれない。そういう意味でどうするのだといえば、A.P.２ｍよりも上については全部土

壌をはがして見てくださいということなのですね。 
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（質問者Ｅ）公開調査のときにあの水をすくって、口に含んだわけです。どんな味がしたと思いま

すか。それと、終わってからその手を拭いたのですよ。ハンカチで拭いても拭いてもにおいがとれ

なかったです。先生、あれは飲めますか。飲めないですよね。 

（内山委員）多分ご質問は、先ほど私どもが評価したように、確かに現状であれば、もし気化をし

た場合には、ベンゼンであっても、リスクは10－５を超えるということは評価しているのです。で

すから、今のところでは適さないと評価して、ではそれを一生涯、70年ですね、私が生まれたとき

からこの土地に行って普通に暮らしたときにも大丈夫なようにするための対策はどうだろうか、あ

るいはそのときの評価はどうだろうかということが最終的な目標なのですね。ですから、今行かれ

ないということはご存じのとおりです。 

 あと、43,000倍というあの環境基準は、前回も申し上げましたように、70年間２ℓの水を毎日飲

んだときにそのぐらいの確率があるということで環境基準が決められています。ですから、確かに

タール混じりの水を飲まれたら、あの水でしたら非常に臭くて、手もべとべとだったろうと思いま

すが、そういうことを言っているのではなくて、ベンゼンがあの中に入っている。それは、におい

ですとか、ベンゼン以外のものもいろいろ恐らくタールのところには入っていると思いますので、

べとべとすることもあるでしょうし、非常にまずかったろうと思います。 

 ただ、この中で、そういうガンを起こすものをタールなり、ベンゾ（ａ）ピレン、あるいは多環

芳香族、炭化水素という一連のものとして考えたときに、70年間続けて毎日２ℓ、あるいはそこに

住んで15ｍ３、大体４畳半ぐらいの空気を毎日我々は吸っているわけですよね。そういうものを吸

い続けたときにどのぐらいのリスクがあるかということで評価せざるを得ないのです。 

 そういうことで、特に食の安全という面で考えると、さらに我々が吸うのに加えて、空気中にあ

ったものがもしまた水の中に溶け込んで、さらに生鮮食品に付いた場合と両方加えて今評価してい

る。ですから、そのための対策をどうしたらいいかということを評価しているのであって、今あそ

こに行ったらどうなるとかということで是非をとっているのではないということはおわかりいただ

きたいと思うのですが。 

（質問者Ｅ）先日、護岸工事のところに大きなひび割れが100ｍぐらいにわたってできていたわけ

です。そういうところからシアンガスとかベンゼンが噴き出す。それが一番怖いわけですよ。それ

を先生が先ほど10－５以下にしていくのだと。10万分の１にしていくということは実際できるので

すか。 

（平田座長）濃度として、まず建物の下について処理基準を上回った汚染土壌は全部取ってしまう

のですね。地下水については、ベンゼンとシアンは二つとも分解できる物質なのです。もともとの
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いわゆる有機塩素化合物というような非常に難分解性といいますか、なかなか微生物では分解しな

いような物質ではないのです。ベンゼンもシアンも10mg／ℓぐらいのものを地下水で分解したとい

う例はございます。それを0.1mg／ℓ以下にまでするという、いわゆる検出限界以下にするという技

術はあります。それは全然問題ないと思いますね。 

 それから、誤解されては困るのですが、大丈夫だから移転するのだという議論はやめていただき

たいと思うのですが、ここではどうすれば70年間住めるのか。今のご質問に対してそこまで落とせ

る技術はあるのかといいますと、日本にはその技術はございます。大丈夫です。 

（質問者Ｆ）これほど明快に汚染が出ているのに、なぜ大したことではないという結論になるのか

というのがまず根本的にわからないです。まず国の基準があるわけです。土対法による基準があり

ますよね。これは地下水の汚染に関して、３－６ページについてです。ベンゼンが0.01mg／ℓ、シ

アン化合物が0.1mg／ℓを超えると、もうこれはあってはならない、検出されてはいけないという数

字でありながら、３－６ページだけでも、ベンゼンは、一番トップで見ると10mg／ℓですから、既

に1,000倍あるわけです。それからシアン化合物では、9.7というのはこの中ではトップなので、97

倍という高い濃度で検出しているわけです。国だって安全基準をきちんと考えて基準をつくってい

るわけですね。なぜこの基準を無視して、それで数字を弄しながら、空気中の曝露の数字を出して

みたり、わざわざするのかという意味がわからないですね。 

 しかも、１－12ページのハザード比の表を見ますと、１を超しているところがベンゼンに関して

もシアンに関しても相当あるわけですよね。これだけ策を弄しながら、数字を操りながら、しかも

ＮＧが出てしまっているということについて、既にこの時点で、専門家会議はこの数値を発表する

だけで十分だと思いませんか。 

 その後のブリーフィングの中の１ページから２ページにわたってですが、ベンゼン濃度を一定の

数値にコントロールできるならば、これは大丈夫ではないかみたいな書き方をしていますけれども、

これだって非常に仮定ですし、どのような条件でこの数字を維持するかという具体的なものが全く

見えてこないわけですね。 

 冒頭、専門家会議の方は、自分たちは知り得た情報を皆さんに公開するのが私たちの義務である

と述べられたはずですね。ですから、こんな仮定に乗っかったような結論を導き出すというのは、

科学者としてどうなのだろうかということがまずあります。ですから、皆さん、国の決めた基準値

についてどう考えるのか。それを皆さんは無視してよいのですかということを私は申し上げたいで

す。 

 それから、土対法では、地下水とか土壌で基準値を出た場合は、その深度調査をする。どんどん



 - 47 -

下まで測っていくと言っております。ところが、皆さんは基準値の10倍に限って検査する。これは

何なのですか。その10倍というのはどこから来ているのですか。それだけ都民や国民の健康を切り

捨てたということと同じですから、10倍と言った時点で皆さんのスタンスはそこで明快に出てしま

ったと思うわけです。それから、先ほど、全部空気の曝露数値はA.P.２ｍの地下水位を保った上で

というふうなこともありました。それも仮定の上での話、すべて仮定の上で何とか行えるかもしれ

ないというようなことは、専門家会議としては言ってはならないことなのではないかと思います。 

（平田座長）基準の話で、いわゆる環境基準というのがございます。土壌には土壌の環境基準があ

ります。土壌の環境基準は、一体土壌からどれだけ有害物質が溶け出すのかという溶出濃度ですね。

地下水については地下水の濃度、これは飲料水の基準としてなのですが、どれだけの濃度だという

話があります。もう一つ、いわゆる私たちは土壌が手に付いて食べてしまうということがあります

ので、土壌には二つあるのですね。食べるということを直接曝露と言いますけれども、その曝露の

話と、どれだけ溶け出すのだという話がございます。直接曝露と地下水を通した曝露というところ

で分けて書いてございます。 

 ここの濃度が大したことはないと考えているわけでは決してなくて、濃度につきましては、先生

方は私も含めましてすごく厳しく受け止めているのです。ですから、それをいかにして処理をすれ

ば、内山先生も先ほど申し上げましたけれども、今の状態がよいと言っているわけではなくて、今

の状態であれば地下水からも上がってくる。土壌からも溶け出すということですので、これはやは

りリスクがあると言っているわけです。そのリスクをなくすためにどうするかということを今考え

ているのですね。 

 例えば土壌から有害物質が溶け出す。地下水に有害物質が入っている。それだけで駄目だという

ことを土壌汚染対策法は言っているわけではないのですね。人への健康影響を引き起こさないよう

な曝露経路を遮断することがまず一番大事なこと、汚染物質があるということを管理することも大

事なことという二つで土壌汚染対策法ができているわけです。では、実際にどう管理をしていくの

だ、どういうふうにすればリスクがなくなるのだということを今考えているわけです。 

 数値を弄してどうのこうのということもあったような気がいたしますけれども、決して私たち、

下から上がってくるベンゼンの濃度を評価してよいのだと言っているわけではないのですね。これ

につきましてはここの会議でもそうだったし、周りの方々からも、揮発性物質というのは下から上

がってくるのではないか、それが食料品にくっついていろんな影響を及ぼすのではないかというこ

とを言われました。 

 そういう意味で、ではどれだけ上がってくるのかを計算しましょうということになったのですが、
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今現在、日本にそういう手法はございません。そういう概念もないのですね。大気の基準にいたし

ましても、土壌にしても、地下水にしましても、土壌から大気に行きますという関連した法体系に

はなっていませんので、私たちは、アメリカ、あるいはヨーロッパでもそうなのですが、基本的に

ＲＢＣＡという一番よく使われているようなモデルで、下から上に上がってくるものを計算したと

いうことです。ですから、よいと言っているわけではないのですね。 

 そのモデルを使えばそこから逆算できますので、どのぐらいの濃度になれば大丈夫かということ

を逆算したということなのですね。その濃度は、例えばベンゼンでいわゆる環境基準の10倍よりも

もっと大きい値でも大丈夫だという結果になったのです。ベンゼンで10倍を超えているのに大丈夫

だというのはどういうことかというと、下から上がっているものについては大丈夫だという計算に

なったので、だったらそれでよいのだということを言っているわけではないのですね。 

 基準として、例えば排水基準は、ベンゼンですと環境基準が0.01ですから、0.1ですね。0.1とい

うのは恐らく10－５ぐらいの安全率はある。環境基準にすれば10－６まで下がる。10－６は何だという

と、内山先生がいつもおっしゃるようにゼロリスクなのです。世界的に10－６、100万人に１人とい

うことになれば、皆さんこれはリスクがないと考えていただけるということなのですね。だから、

今考えていますのは、例えば土壌とか地下水の環境基準のレベルというのは10－６ぐらいのレベル

になっているのではないかということを我々は今説明申し上げたということなのです。だから、今

がよいと言っているのではありません。 

（質問者Ｇ）まず、今回行われた追加調査は、土壌汚染対策法にのっとっていない不十分な調査で

あるということは認めていただけますでしょうか。それが１点です。10ｍの深さを調べなくてはな

らないし、また１ｍ間隔で調べなくてはならないという点を飛ばしておりますのと、あと、シアン

化合物の地下水で検出されてはならないということは、それは環境基準以上を示しているわけです

から、シアン化合物が地下水で見られるところはすべて絞込調査の対象に入れなくてはならないと

思うのです。それを飛ばしているというところが不十分だと私は考えております。このあたりを納

得させていただければと思います。また、有楽町層も調べていないというところも、先ほど出まし

たので重複しますので言いませんが、これは土壌汚染対策法に全然のっとっていない不十分な調査

であるということをまず含め、ご質問させていただきます。 

 二つ目はシアンに関してです。シアンに関してはちょっと細かいですけれども、今、石炭ガスを

やめて30年たっているのに、検出されてはならないシアンが地下水になぜこれだけあるのですか。

この理由を教えてください。あとは、シアンのガス吸入のリスクを言いましたが、吸入してどうい

う健康被害が出るということを想定されてつくられましたか。シアンに関してもう一つは、シアン
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の直接曝露に関しては、直接曝露がないからということでしたが、直接曝露によるリスクの評価も

必要だと思うのですね。それを証明していただけないでしょうか。このあたり、シアンに関しても

お願いします。 

（平田座長）まず調査方法ですけれども、最初から私が何回も申し上げているのは、詳細調査とい

うのはスクリーニングですということを申し上げているのですね。例えば揮発性物質、ベンゼンで

あれば、土対法の中ではまず土壌ガスの調査をしてからボーリングするのですというルールですよ

ね。でも、ここは油があるので、先回も申し上げましたけれども、なかなか上に上がってこないの

です。174カ所を調べて、ベンゼンは数カ所しか検出されないというような状況なのですね。です

から、実際にはガスを調べるよりも地下水を調べたほうがよりよいということです。 

 もう一つは、東京ガスが対策をしましたのは、３ｍまでは対策はしているのですけれども、その

深いほうはやっていないということがございますので、深いほう、つまり地下水のほうなのですが、

これについては、いわゆる土壌のピンポイントでやるよりも、実際に一度地下水に溶け出したもの

を調べたほうがいいだろうということを10月、11月のときに私は申し上げたのですね。それのほう

がはるかに汚染の範囲を押さえやすい。 

 現に実際に土壌の調査をいたしますと、この前のブリーフィングにも載っていますけれども、例

えば地下水で環境基準を超えているところは、ベンゼンで13％あります。でも、土壌で超えている

のは0.8％しかないのですね。だから、はるかに土壌で調べるよりも地下水で調べたほうがいいと

いう結果が一つあります。これから絞込調査を行うときに鉛直方向にボーリングをして、きちんと

調べていきますということは今日申し上げたところなのですね。 

（質問者Ｇ）シアンの地下水は検出されてはならないのに、966カ所検出されているわけで、ここ

の深さの調査は１ｍ間隔で土壌調査を絞込調査として行うべきだと私は主張したいのです。 

（平田座長）実際に今回は10倍のところ、１mg／ℓのところで調べていくのですね。どんどん土壌

汚染の範囲を絞り込んでいきますので、１mg／ℓの地下水の濃度、10倍のところというのは取っか

かりでしかないとご理解いただけますでしょうか。周辺にどんどん広げていきます。環境基準を超

えないところまで調べていくのが調査なのですね。先ほど私、事務局に絞込調査のときに確認した

のは、そういうことも含んでいるのですねということで、これはこれからの調査ですということは

お返事いただいているのです。 

それから、健康影響については、私よりも、内山先生はお医者さんですので、内山先生からお答

えいただこうと思います。 

（内山委員）一つは、直接リスクをリスク評価したほうがいいと言われたのはどういうご趣旨でし
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ょうか。結局ここの土地は、少なくとも地下水の基準は、その地下水を飲む可能性がある、飲むこ

とによってということで決められていますので、この土地の場合は、少なくとも土壌は全部6.5ｍ

まで入れ換え、それから地下水は全く利用しない、飲用には使わないということですので、そうい

う意味での直接摂取の評価はなしとなります。可能性はなしということでしていない。それは環境

基準を超えていますので、地下水を飲めば多分リスクは出てくるでしょう。だけど、それはこの土

地の使い方としては全く考えない、あるいは可能性はないということで、気化して出てくる最後の

可能性ということを評価したと思っております。 

（質問者Ｇ）シアン化合物を食べたらどうなりますか。 

（内山委員）シアンといっても、青酸カリですとか、よく言われているシアンカリというものは細

胞毒性です。細胞の呼吸器阻害ですので、ご存じのような障害が起こります。 

（質問者Ｇ）入れ換えたとしても、地下水が台風などによって地上近くまで上昇した場合に、シア

ンで汚染された水によって土壌は汚染されるわけですよね。それで粉塵が舞って食物について、そ

れを食べるとか、いろいろな可能性は考えられると思うのです。これは安全というのはクリアでき

たかもしれませんが、安心というのはクリアできないわけで、できれば食の安全・安心という二つ

つなげている表現を、食の安全だけで、安心という言葉はここの会場では使わないでいただきたい

と思います。 

（内山委員）それは、先ほどのリスク評価の中で、ガス化してきたものが生鮮食品に水に再び溶け

込んで付着した場合にということで、上乗せ評価をしていると私は理解しておりますが。 

（平田座長）もう一つ、土壌なのですが、これは私よりも宮良部長のほうがよろしいと思うのです

が、ほとんど露出はされないでしょう。 

（宮良部長）将来は、市場としての建物になる部分、それから通路や駐車場になりますけれども、

そこはアスファルトやコンクリート板に覆われて、ほとんど露出しているところはありません。一

部植栽という木を植えているところはありますけれども、それも十分処理をしてから行います。 

 もう一つ、土壌汚染対策法との調査に比較というお話がありました。今回、専門家会議の中で、

土壌については環境基準以上の物質が出たところで土壌のボーリングの調査をする。地下水につい

ては10倍を超えたところで同じようなボーリングをする。私ども都としましては、地下水の環境基

準を超えたところ、今後、いろいろ実際に工事や対策を行っていきますけれども、全体に東京都環

境確保条例に基づいて、地下水で環境基準の１倍出たところについてもボーリング調査をすること

にしています。そうしますと、土壌汚染対策法が求めています土と地下水で環境基準以上超えた箇

所の土壌をボーリングしていくこと。それから、区画については10ｍメッシュで行っていることと
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同等になると考えております。 

（質問者Ｈ）A.P.２ｍ以下は行わない。それ以上のものはきれいにする、土壌を取りかえる。40ha

で２ｍのものを取りかえたら84万ｔありますよ。大変な費用もかかるでしょう。しかし、あとの地

下２ｍは行わないのだ。例えばここで液状化になった場合、震度５強で液状化になるそうです。 

（平田座長）A.P.２ｍより下は何もしないというのではなくて、土壌は全部処理をするのですね。 

（質問者Ｈ）全部ですか。２ｍ上でしょう。 

（平田座長）下もやります。ここに書いてあります。 

（質問者Ｃ）たった２ｍでは十分ではないですよ。 

（平田座長）だから、A.P.２ｍよりも下については、操業由来の汚染土壌は全部処理をするのです。

地下水はそこに書いてあります。 

（質問者Ａ）粘土層まででしょう。 

（質問者Ｃ）粘土層までやるのですか。 

（平田座長）粘土層も上面はやると思います。 

（質問者Ｃ）上面までちゃんとボーリングしたのですか。 

（平田座長）ですから、これから鉛直方向にやるのですよね。今行っているわけです。その次に答

えが出ますので、そこまではちゃんと行います。さらに、こんなことを私が言うと、皆さんもう移

転ありきだという議論になってしまうので嫌なのですが、そういうことではなくて、A.P.２ｍより

も下から上に上がってくるというのは、その可能性は私は基本的にすごく少ないということを言い

たいだけの話です。A.P.２ｍよりも下について、地下水のところも操業由来の物質は、ベンゼンや

シアン、全部土壌は行います。建物の下については地下水も行います。外については将来環境基準

を目指しましょうということを言っているわけです。 

（質問者Ｃ）期待しておりますから、よろしくお願いします。 

（平田座長）期待ではなくて、これは提言書になるのです。 
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